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第１ はじめに 
「地方自治法の一部を改正する法律（平成１５年法律第８１号）」の施行により、公の施設の 

管理について「管理委託制度」が廃止され、地方公共団体が指定する者（指定管理者）が管理を 
代行する「指定管理者制度」が創設されました。 

これは、多様化する住⺠ニーズに対応するために、⺠間事業者の有するノウハウを公の施設にも活⽤する
ことで、より効率的・効果的な住⺠サービスの向上に寄与することを⽬的として制度化されたものです。 

本市においても、制度の趣旨を踏まえ、市が設置している公の施設に対して指定管理者制度の適正か
つ有効な導入・運⽤を進めるため、本指針を策定します。なお、今後も継続的に検証を行い、必要に応じ
て適宜見直しを図ることとします。 
 
 
第２ 公の施設における指定管理者制度の概要 
１ 「公の施設」とは 

公の施設とは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」といいます。）第２４４条 
第１項において「住⺠の福祉を増進する⽬的をもって、その利⽤に供するための施設」と定義されており、
その設置及び運営に関する事項については、法令などの特別な場合を除き、地方公共団体が条例で
定めることとされています。 

具体的には、①住⺠の利⽤に供するためのものであること、②当該地方公共団体の住⺠の利⽤に 
供するためのものであること、③住⺠の福祉を増進する⽬的をもって設けるものであること、④施設である 
こと、⑤地方公共団体が設けるものであること、の５つの要件を満たすものが公の施設であるとされており、
公園、運動場、図書館、市⺠センター、文化会館、病院、公営住宅、保育所などが該当します。公の 
⽬的のために設置された施設であっても、上記の要件を満たさないもの（市庁舎、研究所、競輪場、 
観光ホテル、競馬場等）は公の施設には該当しません。 

指定管理者制度は、公の施設にのみ導入することができますが、公の施設であっても、道路法、河川
法、学校教育法等個別の法律において管理主体が限定される場合には、指定管理者制度を導入する
ことはできません。 

また、地方公共団体は、正当な理由がない限り、住⺠が公の施設を利⽤することを拒んではならず
（法第２４４条第２項）、住⺠が公の施設を利⽤することについて、不当な差別的取扱いをしては  
ならない（法第２４４条第３項）とされており、指定管理者が行う管理についても、これらの規定の 
適⽤を受けます。 
 
２ 指定管理者制度の概要 
（１）指定管理者の権限 

法第２４４条の２第３項において、「地方公共団体は、公の施設の設置⽬的を効果的に達成 
するため必要があると認めるときは、条例の定めるところにより、法人その他の団体であって当該地方 
公共団体が指定するものに、公の施設の管理を行わせることができる」とされており、指定管理者となる
者については⺠間事業者も含まれ、団体であれば法人格は必ずしも必要ではありません。 

指定管理者は、条例に定めることにより使⽤許可を行うことができますが、使⽤料の強制徴収 
（法第２３１条の３）、不服申立てに対する決定（法第２４４条の４）、行政財産の⽬的外 
使⽤許可（法第２３８条の４第４項）等法令により地方公共団体の⻑のみが行うことができる 
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権限については、これらを指定管理者に行わせることはできません。 
また、利⽤に係る料金を指定管理者の収入として収受させることができ（利⽤料金制）（法第 

２４４条の２第８項）、指定管理者は、条例に定められた枠組みの中で、地方公共団体の承認を
得て自ら利⽤料金を設定することができます（承認料金制）（法第２４４条の２第９項）。 

なお、地方公共団体は、指定管理者の管理権限の適正な行使について設置者としての責任を果た
す立場から、必要に応じて指示等を行い、指示に従わない場合等には指定の取消し等を行うことが 
できます。 

 
（２）条例で定めるべき事項 

指定管理者制度の適⽤の有無及び次の事項を条例で定める必要があります。 
 

① 指定の手続（法第２４４条の２第４項） 
申請の方法、選定基準、事業計画の提出等を定めます。 
名張市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年条例第２３号）に

おいて定めています。 
 

② 指定管理者が行う管理の基準（法第２４４条の２第４項） 
市⺠が公の施設を利⽤するに当たっての基本的な条件や適正管理の観点から、休館日や開館時間、

使⽤制限の要件等、管理を通じて取得した個人情報の取扱いなどを定めます。 
指定管理者制度を導入する各施設の設置管理条例において定めます。 
 

③ 指定管理者が行う業務の範囲（法第２４４条の２第４項） 
指定管理者が行う管理の業務について、使⽤の許可を含めるかなど、施設の維持管理等の範囲を

公の施設の⽬的などに応じて、具体的に規定します。 
指定管理者制度を導入する各施設の設置管理条例において定めます。 
 

④ 利用料金（法第２４４条の２第９項） 
利⽤料金の額については、公益上必要があると認める場合を除き、あらかじめ当該利⽤料金について

当該普通地方公共団体の承認を受けた上で指定管理者が定めるものであることから、利⽤料金を設
定する上での条件（金額の上限）を定めます。 

指定管理者制度を導入する各施設の設置管理条例において定めます。 
 

⑤ その他必要な事項（法第２４４条の２第４項） 
公の施設の⽬的や態様等に応じ、その他の必要な事項を定めます。 
指定管理者制度を導入する各施設の設置管理条例において定めます。 

 
（３）指定の期間 

指定管理者の指定は期間を決めて行います（法第２４４条の２第５項）。これは、指定管理者
による管理が適切になされているかどうかを、地方公共団体が見直す機会を設けることが適切であるとさ
れているためです。 
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指定の期間については法令上特段の定めはありませんが、合理的な理由もなく⻑期間の指定を行う
ことは不適切であり、公の施設の⽬的や実情を勘案して適切に定めることになります。 

 
（４）議会の議決を要する事項 

指定管理者を指定しようとするときは、あらかじめ、議会の議決が必要となります（法第２４４条の
２第６項）。 

 
＜議決すべき事項＞（平成１５年７月１７日付け総行行第８７号総務省⾃治行政局⻑通知） 

・指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 
・指定管理者となる団体の名称 
・指定の期間等 
 

なお、指定管理者として指定された後、団体の合併や法人格の取得等によって、団体の法人格に 
変更が加えられた場合には、原則として議会の議決を経た上で再度指定を行う必要があります。ただし、
団体の性格や構成する人員等に変化がなく、単に法人の名称が変更された場合等、法人格の変更後
にも団体としての同一性が認められる場合には、再度指定を行う必要はありません。このため、指定管
理者から法人格に変更が生じると見込まれる旨の報告を受けた場合は指定管理者から詳細を聴取し、
必要な措置を講じる必要があります。 

また、指定期間中に、当初に定めた「管理の基準（休館日や開館時間、使⽤制限の要件等）」 
又は「業務の範囲（施設の維持管理等の範囲）」が条例改正により大幅に変更となる場合には、 
当該条例の改正に併せて、議会の議決を経た上で再度指定を行う必要があります。このほか、指定期
間中に指定の期間を変更する場合も、議会の議決が必要となります。 

 
（５）事業報告書の提出 

指定管理者は、毎年度終了後、その管理する公の施設の管理業務に関し事業報告書を提出しな
ければなりません（法第２４４条の２第７項）。 
 

（６）管理に係る費用 
指定管理者が管理を行うために必要な費用に充てる財源としては、主に次の３つのものが考えられ

ます。   
  ①全て利⽤料金で賄う  
  ②全て設置者である地方公共団体からの支出金で賄う  
  ③一部を地方公共団体からの支出金で、残りを利⽤料金で賄う 

指定管理者に支出する委託料の額等の細⽬的事項については、市と指定管理者との協議により
定めるものとし、別途両者間で協定等を締結することが適当であるとされています。 
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第３ 指定管理者制度導入の検討 

〜指定管理者制度導入検討フローチャート〜 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

公の施設は、市が直接管理することが基本ですが、各施設の所管において、施設の設置⽬的や現状
の管理の在り方、施設を規定している個別法を確認し、類型施設や先行事例の調査等を行い、設置⽬
的を効果的に達成するため、⺠間事業者等の活⽤によりサービスの向上や管理経費の縮減、地域の活
性化が図られる等の利点が認められる場合には、指定管理者制度の導入を検討します。 

導入の検討の際には、施設の実態や導入の効果、課題等も十分に勘案した上で判断し、指定管理
者の更新時においても、設置⽬的や業務の実績、社会経済状況等を踏まえ、改めて指定管理者制度
導入の適否を判断します。 
 
＜検討の流れ、主な検討項目＞ 

① 施設の在り方、必要性の検討 
設置⽬的や現在の管理形態及び施設の利⽤状況等について改めて検証し、老朽化に伴う大規模 

修繕の予定等の状況、施設利⽤の平等性・公平性の確保や施設の管理運営を行う上で取り扱う 
個人情報の内容等を考慮した上で、設置する必要性の有無と市による直接管理の必要性の有無を
検討します。 

人⼝減少や市⺠ニーズの変化等に伴い施設利⽤者の減少が見込まれる場合や、同種のサービスが 
⺠間により十分提供され、行政が競合して実施する必要性が薄れているものなどについては、施設の複
合化や統廃合等を検討します。 

 
② 施設管理についての法的規制の確認 

個別の法律（道路法、河川法、学校教育法等）において指定管理者による管理について制限が 
ある場合には、指定管理者制度を導入することはできません。ただし、管理主体が限定されていても、
各省庁の通知等により指定管理者が一部の事務を行うことができることとするなど、対象拡大の解釈
がなされているものもあります。 

 

 指定管理者制度導入の検討 
・施設の設置目的と現状の管理の在り方を確認 

  ・個別法の確認、類型施設の調査、先行事例の調査 
  ・現在の管理形態及び施設の利用状況等の把握 

・次の事項の検討 
①施設の在り方、必要性、②施設管理についての法的規制、③サービスの向上、 
管理経費の縮減の可能性、④⺠間参入の可能性、⑤利用料金 

業務の委託等による 
⺠間活⼒の導入の検討 

施設の設置管理条例の改正 
指定管理者制度制度の導入 

直 営 指定管理者制度 
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③ サービスの向上、管理経費の縮減の可能性の検討 
管理運営を⺠間事業者等に任せることで、市⺠のニーズにあった開館日、開館時間の拡大などの 

サービス充実や⺠間事業者等のノウハウの活⽤が期待できるかを検討します。 
⺠間事業者等が有する経営能⼒の活⽤により、管理運営経費の縮減が期待できるかを検討します。

また、市が直接管理する場合と同等の経費であっても、⺠間事業者等が自主事業を行うこと等により、
より大きい事業効果が見込まれる場合もあります。 

 
④ ⺠間参入の可能性の検討 

サービスの専⾨性・特殊性、施設の規模等を勘案し、⺠間事業者等による管理の可能性について、 
同種・同様のサービスを提供している又は提供可能な⺠間事業者等が存在するか、⺠間事業者等を  
積極的に活⽤することが効果的かを検討します。 

 
⑤ 利用料金についての検討 

利⽤料金を徴収している施設であるか、又は利⽤料金制を導入することで効果的な管理運営が期
待できるかなど、施設の管理運営経費を指定管理料だけではなく利⽤料金などにより運営を行うことが 
期待できる収益的施設であるかを検討します。 

 
 
第４ 指定管理者制度導入の手順 

〜指定管理者制度導入フローチャート〜 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定管理者制度の導入決定 

募集方法の決定（公募・非公募）・指定管理料の財政協議 

施設設置管理条例改正手続（新規導入の場合は必須）※議会の議決が必要 

募集開始〜申請受付 
指定管理者候補者選定委員会①：募集要項、仕様書、選定基準等の決定 

指定管理者候補者選定委員会②：指定管理者候補者の選定 

指定管理者の指定・債務負担行為の設定 ※議会の議決が必要 

指定管理者の指定通知・協定の締結 

指定管理者による管理開始 

前年度 
６月まで 

前年度 
８月 

前年度 
１０月 

前年度 
１２月 

前年度 
末まで 

４月１日
から 
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１ 条例の制定及び改正 
（１）名張市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例 

名張市においては、平成１７年に「名張市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する 
条例（平成１７年条例第２３号。以下「手続条例」といいます。）」を制定し、申請の方法、選定
基準、事業計画の提出、業務報告の聴取、指定の取消し等、指定管理者の指定の手続に係る事項
を包括的に定めています。 

 
（２）各施設の設置管理条例の改正 

公の施設に指定管理者制度を導入する場合は、各施設の設置管理条例において公の施設の管理
を指定管理者に行わせることを明記することが必要です（法第２４４条の２第３項）。なお、指定
管理者制度から直営に戻す場合も同様です。このほか、指定の手続以外の事項についても、各施設の
設置管理条例を改正する必要があります。 

 
 ① 管理の基準 

指定管理者が行う業務に係る管理の基準として、休館日、開館時間、利⽤手続、利⽤許可の基
準など、住⺠が施設を利⽤するに当たっての基本的な条件のほか、公の施設の適正な管理の観点から
必要不可欠である業務運営の基本的事項を定めます。 

 
② 業務の範囲 

各施設の設置⽬的及び業務を参考に、施設の利⽤許可権限を与えるかどうかも含め、指定管理
者が行う業務の範囲を具体的に定めます。 

  指定管理者が行う業務の内容は、別途募集要項や仕様書、指定管理者と締結する協定書に規
定することになるため、詳細に検討を行います。  
 
＜指定管理者が直接行う業務＞ 

・施設の運営に関する業務 
受付・案内、利⽤許可、利⽤者への対応、利⽤料金収受、苦情等対応等 

・施設の維持管理に関する業務 
清掃、警備、設備・機器の保守点検業務等 

・施設の経営管理に関する業務 
情報公開・個人情報保護、事業計画書の作成、事業報告書の作成、モニタリングの実施等 

・その他条例に規定する業務 
※使用料の強制徴収、不服申立てに対する決定、行政財産の目的外使用許可等法令により 

地方公共団体の⻑のみが行うことができるとされている業務については、指定管理者に行わせる 
ことはできません。 

 
＜指定管理者が第三者へ委託することが可能な業務＞ 

指定管理制度の趣旨から、指定管理業務のうち主要な業務の委託はできませんが、清掃、警備、
設備・機器の保守点検業務等の事実上の行為については、事前に市⻑の承認を得て専⾨業者等
に委託することができます。 
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＜⾃主事業＞ 
指定管理者は，仕様書等で市が要求する最低限指定管理者が行うべき業務のほか、事前に市⻑

の承認を得た上で、施設の利⽤促進やサービスの向上等のため、指定管理者自らの創意工夫やノウハ
ウを生かした形で自主的に事業を実施し、収入を得ることができます。 

なお、自主事業の実施は、本来実施すべき管理運営業務の妨げとならない範囲で施設の設置⽬
的から逸脱することのないよう行うことが前提となり、指定管理者の責任において実施するものとします。 

また、独自事業の実施により収入を得た場合は、その収入は指定管理者の自主財源に帰属   
し、独自事業の実施に要する経費は、指定管理者の自主財源によるものとします。 
 
③ 利用料金制 

利⽤料金制により、指定管理者の経営努⼒を促すとともに、市及び指定管理者の会計事務の効
率化を図れることから、市営住宅など個別法で規制があるものや施設の特殊事情のあるものを除き、
原則として利⽤料金制を採ることとします。利⽤料金制を採る場合は、当該収入を指定管理者の収
入として収受させることができる旨と、条例の範囲内において事前に市⻑の承認を得て利⽤料金の額を
定めることができる旨を明記します。 

施設設置管理条例においては、使⽤料の額を上限として利⽤料金の範囲を定め、あわせて、利⽤
料金の減免、還付についての規定も定めることとします。 

なお、利⽤料金収入が管理運営経費を上回った場合、原則、経費を超える収入は経営努⼒の成
果として返還は求めず指定管理者の収益とすることとし、利⽤料金収入が管理運営経費を下回る場
合でも補填は行わないこととします。 

ただし、社会経済情勢等の大幅な変動があった場合は状況により判断することとし、また、指定管理
を開始した当初より指定管理者に過大な利益が生じることが見込まれる場合には、一定の額や割合で
市に返還させるなど、収益の配分についてあらかじめ決めておくことを検討します。 

 
④ その他必要な事項 

 

２ 募集方法の決定（公募・非公募） 
指定管理者の募集に当たっては、制度の趣旨を踏まえ、競争の原理を働かせる観点から、原則とし

て公募により行うものとします。ただし、公の施設の性格、規模、機能等を考慮し、設置の⽬的を効果
的かつ効率的に達成するため、地域等の活⼒を積極的に活⽤した管理を行うことにより事業効果が期
待できると思われるとき、又は公募を行わないことに合理的な理由があるときは、公募によらず、特定の
団体を選定することができます。 

なお、募集は原則として１つの施設ごとに行うものとしますが、同一建物内又は隣接する複数の施
設を一体的に管理することにより、設置⽬的をより効果的に達成できる場合は、複数の施設について 
一括して募集し、同一の団体を当該複数施設の指定管理者に指定することができます。 

また、公募に対し応募がなかった場合は、施設の管理運営に係る条件の見直しを行った上で再度 
公募を行います。再公募による申出がなかった場合又は審査基準に照らし適当と認められる団体など
がない場合は、市の直営（一部業務委託している場合を含みます。）により管理を行うこととします。 
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 ＜公募によらない（非公募）施設＞ 
次のような合理的な理由があり、かつ、市が出資している法人又は公共団体若しくは公共的団体に

限り、指定管理者として指定することができるものとします。ただし、安易に非公募とすることがないように
十分な検討を行うことが求められます。 

   
① 施設を運営するに当たり、専門知識を有し、業務を熟知した職員が必要と認められる場合 

  ② 市の政策遂行上、特定の団体等が管理運営することが特に必要と認められる場合 
③ 地域住⺠が専ら使用している地域密着型の施設であって、当該地域住⺠の団体が⾃ら管理

を行うことにより、地域の活力が生まれるといった効果が期待できる場合 
④ 施設の規模や管理委託費が小規模で、応募する可能性があると考えられる団体等が極めて

少なく、競争原理が働く情勢にないと考えられる場合 
 
なお、非公募で選定する場合においても、選定に当たっては公募する施設と同様の手続が必要とな

ることから、指定管理者が行う管理の基準や業務の範囲などを示した仕様書を作成します。 
 
３ 公募の実施 

公募を行う際には、募集要項及び仕様書を作成し、市の広報紙、ホームページでの公表、各種報道
機関への資料提供等を行い、広く周知を図るものとします。募集要項では、指定管理の基本的な 
条件や募集手続等を示すこととし、仕様書では、事業内容、指定管理者の業務内容及び実施の条
件、業務の要求水準等について示します。なお、募集要項及び仕様書の作成に当たっては、施設の管
理運営を行う能⼒を有すると考えられる複数の⺠間事業者等からヒアリングを行い、⺠間事業者等が
参入しやすい条件を検討することが望ましいと考えられます。 

 
（１）募集要項の作成 

募集要項は、指定管理業務の内容や条件など申請者にとって重要な情報となるため、施設の性質
等に応じて次のような必要な項⽬を明記する必要があります。 

 
➀ 公の施設の概要 

施設名称、所在地、施設の概要等を明記します。また、施設の設置⽬的に基づく運営理念、 
指定管理者に期待する役割などを示します。 

 
② 申請することができる団体の資格 

法人その他の団体であれば、指定管理者となることができますが、施設の特性に応じて、法的規
制、専⾨資格など、管理運営上必要となる資格を明記します。なお、団体については、法人格は 
必ずしも必要ではありませんが、団体として継続的に活動していることが求められることから、成文化さ
れた規約や構成員の名簿、団体の収入や財産、会計帳簿等により団体としての性格を有している
かで判断します。 

また、欠格事由についても明記します。欠格事由としては、次のようなものが考えられます。 
・指定管理者の責めに帰すべき事由により、市又は他の地方公共団体から指定管理者の指定

を取り消され、その取消しの日から２年を経過しない団体等 
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・国税及び地方税を滞納している団体等 
・暴⼒団又は暴⼒団員等と関与等していると認められる団体等 
・会社更生法による更生手続又は⺠事再生法による再生手続中の団体等 
・市から資格停止措置を受けている法人等 

 
③ 指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲 
 指定管理者が行う管理の基準、業務の範囲について記載します。詳細な業務内容は仕様書に
示すこととします。 
 
④ 申請の方法 

指定管理者の指定の申請は、公の施設指定管理者指定申請書（様式第１号）によるものと
し、事業計画書及び収支予算書を添付するものとします。なお、申請に当たっては、次に掲げる書類
を添える必要があることを明記します。 
 ・定款、寄付行為、規約その他これらに類する書類 

・法人にあっては、法人の登記事項証明書（提出日前３月以内に交付を受けたものに限
る。）又は市が登記事項証明書に代わるべき電気通信回線による登記情報の提供に関する法
律（平成１１年法律第２２６号）第２条第１項に規定する登記情報の送信を同法第３条
第１項の規定による指定を受けた者から受けるのに必要な照会番号等の情報であって、当該者
から送信を受けたものを印刷した書面 
・法人以外の団体にあっては、その役員の役職名、氏名及び住所を明記した書類及びその代表

者の住⺠票 
・法人等の概要書、営業経歴書その他活動内容及び沿革を明らかにする書面 
・財務諸表を作成している法人等にあっては、直近２事業年度に係る貸借対照表及び損益計

算書の写し 
・その他市⻑が必要と認める書類 

また、募集要項などの配布期間及び方法、応募書類の提出期間及び方法、現地説明会、募集
に係る質問及び回答等についても明記します。 

 
⑤ 指定の期間 

指定管理者に管理を行わせる期間を明記します。この期間については、公の施設の⽬的や実情を
勘案して適切に定めます。合理的な理由なく⻑期間の指定を行うことは不適切であり、施設の在り
方や管理運営の適正化の視点から、定期的に見直す機会を設けるため、３〜５年が適切であると
考えられます。 

なお、管理継続が適当でないと認められる事案が生じた場合には、指定期間途中であっても指定
を取り消す旨を明記します。 

 
⑥ 指定管理料（管理に要する経費） 
 指定管理者が行う業務の範囲や利⽤料金の設定などを考慮した上で、管理に必要と認められる
経費総額をあらかじめ市で積算しておき、指定管理料の上限額として募集要項に明記します。 

なお、指定管理料の上限額の積算に当たっては、必ず財政経営室と協議を行うこととします。 
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⑦ 施設の利用実績、決算その他運営にかかる事項 
施設の利⽤実績や決算その他指定管理者による管理運営に当たって申請者が提案する上で参

考となる資料を示します。 
 

⑧ 利用料金制の有無 
利⽤料金制度を採⽤する場合は、その旨を明記します。なお、利⽤料の減免規定がある場合は、

その取扱いについても明記します。 
 
⑨ 選定の基準 

指定管理者候補者の選定における公平性と客観性を確保するため、審査するに当たっての選定
の基準を明記します。手続条例第４条において規定する選定基準（①事業計画書の内容が、 
利⽤者の平等な利⽤の確保及びサービスの向上が図られるものであること、②公の施設の効⽤を最
大限に発揮するものであること、③公の施設の適切な維持及び管理並びに管理に係る経費の縮減
が図られるものであること、④公の施設の管理を的確に遂行するに足りる人的構成及び財産的基礎
を有するものであること）のほか、あらかじめ各施設の設置⽬的等を勘案し、次に掲げる項⽬を参考
に、施設ごとに必要となる事項を選定基準として策定します。 

また、指定管理者の候補者の選定方法、選定結果の通知、公表、市議会の議決、協定に関す
る事項など、選定及び指定に係る流れや、指定管理者の指定の取消し又は業務の全部若しくは 
一部の停止を命じる場合がある旨についても明記します。 
 
＜選定基準の項目例＞ 

・施設の設置目的の達成 
・利用者の平等な利用の確保及びサービスの向上 
・当該施設の効率的な運営 
・当該施設を運営するに当たっての安全性への十分な配慮 
・団体の理念・姿勢、当該業務に対する意欲・熱意 
・団体の当該施設に類似する施設における運営実績 
・団体の経営の安定性・継続性 
・団体運営における法令等の遵守状況 
・団体の職員の育成体制 
・団体の環境保護及び障害者の雇用等の福祉政策に対する姿 

 
⑩ その他市⻑が必要と認める事項 

 
（２）仕様書の作成 

仕様書は、施設の管理運営に当たり、市が指定管理者に対し求める業務の水準を示すもので、 
⺠間事業者等の創意工夫を発揮させ、サービスの向上や管理経費の縮減を⽬指すために作成するも
のです。また、⺠間事業者等が応募する際に、管理運営の能⼒を満たしているかどうかを自ら確認し、
提案金額を積算する時の基礎資料ともなることから、施設の効果的かつ効率的な管理運営、利⽤者
サービスの向上の観点や各施設の性質を十分考慮して作成し、次のような項⽬を明記します。 
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① 指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲の詳細 
募集要項において明記した管理の基準及び業務の範囲について、次のような事項を具体的に 

記載します。仕様書に記載する業務については、申請者の創意工夫を引き出し、ノウハウを生かせる
よう、内容や条件を過度に限定するような記載はせず、業務の実施に当たって達成すべき水準を具
体的、客観的、定性的に明記するようにします。なお、法定点検等の法令上規定があるものについて
は、関係法令の遵守や実施手法、回数及び時期について明記します。 

・施設の運営に関する業務（受付・案内、使⽤許可、利⽤料金、苦情対応等） 
・施設の維持管理に関する業務（保守管理、清掃、環境衛生、什器等管理、保安警備等） 
・施設の経営管理に関する業務（事業計画書や報告書の作成・管理、モニタリング等） 
・その他の必須業務（連絡調整、緊急対応等） 

 
② リスク分担 

市と指定管理者との責任分担を明記します。通常の管理運営業務における責任分担に加え、 
災害時対応、災害復旧、保険の加入、施設の修繕、備品の取得等、リスク管理や損害に対する
責任分担についても、リスク分担表にするなどしてあらかじめ提示します。 
 
③ 法令等の遵守、個人情報の取扱い 

指定管理者による施設の管理運営に当たっては、各種法令を遵守するほか、指定管理者が管理
を通じて取得した個人情報については、取扱いに十分留意する必要があります。個人情報の保護に
関する法律及び名張市個人情報保護法施行条例等に基づき、個人情報の適正な取扱いについて、
必要な措置を講じなければならない旨を明記します。 
 
④ 第三者委託の取扱い 

清掃や警備などの個々の具体的業務を第三者に委託することはできますが、管理に係る業務を
一括して更に第三者へ委託することはできません。 
 
⑤ 事業報告書の作成・提出、事業評価の実施 

指定管理者は、毎年度終了後、その管理する公の施設の管理の業務に関し、事業報告書を作
成して、施設を設置する地方公共団体に提出しなければなりません（第２４４条の２第７項）。  

事業報告書の基本的な項⽬としては、手続条例第９条に定める事項のほか、指定管理者によ
る管理の実態を把握するために必要な事項が記載されるよう定めます。 
 
⑥ その他必要な事項 
 

（３）選定委員会の設置 
指定管理者の候補者の選定に関して必要な事項を審査するため、名張市指定管理者候補者選

定委員会設置要綱（平成１７年告示第１５０号）に基づき、名張市指定管理者候補者選定委
員会（以下「選定委員会」といいます。）を設置します。 

選定委員会は学識経験者など専⾨知識を有する外部の委員と市の職員からなる委員８名以内で
組織し、選定委員会の開催には委員の過半数の出席が必要です。 
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選定委員会の所掌事務としては、①候補者の選定に係る募集要項の審査に関すること、②候補者
の選定の審査等に関すること、③その他候補者の選定に関し必要な事項が定められています。 

施設所管室において募集要項、仕様書等を作成した後、選定委員会において、公の施設の管理の
方針、募集要項及び仕様書について協議し、決定します。 

 
（４）募集開始（募集要項等の公表）〜申請受付 

選定委員会において、決定した募集要項等について、市広報又は市ホームページでの公表、各種 
報道機関への資料提供等を行い、広く周知を図るものとします。 

公募に当たっては、⺠間事業者等が施設の設置⽬的を理解し、高い水準の提案ができるよう、 
十分な募集期間を確保することとします。そのため、募集要項等の公表から申請受付の締切りまでの
期間については、１か月以上確保するよう努めるものとします。 

また、⺠間事業者等が事業を提案するに当たって理解を深めるため、説明会を実施します。説明会
は、施設見学や現地説明を行うなど、新規参入団体にとっても具体的な提案がしやすいよう的確な情
報の提供ができる内容とするとともに、質疑応答の時間を十分に確保します。 

⺠間事業者等からの質問等は、文書、メール等、形に残るものにより受け付けることとし、質問等に
対する回答は公開することで申請を検討している全ての⺠間事業者等が情報を共有できるようにします。 
なお、説明会における質疑応答の内容についても，同様に公開するものとします。 

なお、非公募で選定する場合においても、公募の場合と同様、指定管理者候補者選定委員会にお
ける仕様書等の協議の後、決定した仕様書等に基づき、候補予定団体との協議等を行った上で申請
書等を受け付けることとします。 

 
４ 指定管理者の選定 
（１）選定委員会の開催 

選定委員会における候補者の選定の審査に当たっては、提出書類に基づき申請者から提案内容に
ついてプレゼンテーションにより説明を受け、質疑を行い、選定基準に基づいて各委員が採点を行います。 
なお、非公募で選定を行う場合は、施設所管室により説明を受け、質疑を行います。 

採点の結果、全委員の過半数から最高点を得た申請者を候補者として選定します。過半数の委員
から最高点を得た申請者がいなかった場合は、最高点を付けた委員の数が多かった上位２者について、
どちらを候補者とするかを選定委員会で協議し、委員の過半数の賛成を得た者を指定管理者の候補
者として選定します。 

なお、申請者が１団体となった場合であっても、選定基準を満たすかどうか、適切なサービスの提供
主体であるかを十分に審査する必要があります。そのため、同様に採点を行い、その結果を参考に選定
委員会で協議し、委員の過半数の賛成により指定管理者の候補者として選定することとします。 

また、非公募で選定を行う場合には、手続条例及び本指針に定める非公募による選定を行う合理
的な理由に該当するか、次に掲げる審査基準に該当するかを選定委員会で協議を行い決定します。 

 

＜公募によらない候補者の選定に係る審査基準＞ 
① 公募によらない選定理由は妥当か 
② 利用者の平等な利用が確保されるか 
③ サービスの向上が図られるか 
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④ 施設の設置目的に沿い、効用を最大限に発揮することができるか 
⑤ 施設の適切な維持及び管理がなされるか 
⑥ 効率的・効果的な管理運営が可能か 
⑦ 職員配置など、組織体制が整っているか 
 

（２）選定結果の通知 
選定委員会の審査結果は、委員⻑から市⻑に報告し、市⻑は審査結果を踏まえて選定します。 
なお、公募の場合、指定管理者の候補者が指定を行うまでに辞退するなどの不測の事態に備え、

第２・第３順位の候補者の選定を行うこととします。 
指定管理者の候補者を選定したときは、施設所管室から申請者に対し、公の施設指定管理者候

補者選定結果通知書（様式第４号）により選定結果を通知します。 
また、選定委員会の審査結果は、申請者の名称等とともに市ホームページへでの公表、各種報道機

関への資料提供も行います。 
なお、公募による申請がなかった場合又は候補者として選定できる者がなかった場合は、募集要項、

仕様書等の内容、指定管理者を導入する必要性等を再度確認し、再公募又は直営について検討しま
す。検討の結果、再公募する場合には、再度、選定委員会に諮ることが必要です。 

また、選定後に指定管理者の候補者とすることが不可能又は著しく不適当と認められる事情が生じ
た場合は、再度、選定委員会を開催し、次点者を新たな候補者として選定することができます。 

 

５ 議会での議決と指定 
指定管理者を指定しようとするときは、次の事項について議会の議決が必要です（法第２４４条

の２第６項）。また、議会の議決を経た後、指定された者に対して、公の施設指定管理者指定決定
通知書（様式第５号）により指定する旨の通知を行います。 

①指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 
②指定管理者となる団体の名称 
③指定の期間 

 

６ 債務負担行為の設定 
指定管理料は、複数年度にわたって市から指定管理者に対して支出することとなるため、債務負担

行為を設定するものとします。 
債務負担行為は、指定管理者を指定するまでに設定する必要がありますが、指定の議案と債務負

担行為の設定を同時に提出することも可能です。 
なお、管理経費の支出科⽬は「１３節 委託料」とします。 
 

７ 協定の締結 
協定は、法的には契約ではなく、指定という行政処分の附款であるとされており、指定管理者が公の

施設の管理を行う権限は、指定によって生じます。ただし、公の施設の管理運営に関して問題が生じた
場合、責任の所在等を判断する文書となるため、管理の基準、業務の範囲など条例で定める事項のほ
か、指定管理料の額、指定管理料の支払い方法、リスク及び経費の分担方法など、業務執行上必要
となる事項を市と指定管理者で十分協議し、双方の共通認識に基づいたものとする必要があります。 
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（１）協定の内容 
協定は、指定期間全体に関する協定（基本協定）と単年度ごとの詳細事項を定める協定（年度

協定）があり、２段階に分けて締結することも可能です。協定内容の重複・混乱を回避するため、年度
協定での規定内容は最小限とする必要があります。 

協定の内容は、手続条例第８条に定める事項のほか、仕様書の内容を基本として施設の種類や
特性に応じて次のような項⽬を明記します。 

なお、協定の解釈に疑義が生じた場合又は協定に定めのない事項が生じた場合は、その都度、市と
指定管理者は誠意をもって協議するものとします。 

 

＜基本協定の項目例＞              ＜年度協定の主な項目＞ 
・包括協定の趣旨                  ・年度協定の趣旨 
・指定管理者の責務                 ・当該年度の業務内容に関する事項 
・指定管理者の業務範囲に関する事項 
・重要事項変更の届出 
・原状回復義務に関する事項 
・損害の賠償に関する事項 
・権利・義務の譲渡の禁止、再委託の禁止 
・安全管理、リスク分担、不可抗⼒に関する事項 
・暴⼒団等の排除に関する事項 
・⽬的外の使⽤に関する事項 
・緊急時の対策に関する事項 
・研修の実施に関する事項 
・環境への配慮、地域への貢献等に関する事項 
・業務の引継ぎに関する事項 
・協定外の事項 

 
（２）協定の取消し 

指定管理者が指定の取消要件等に該当した場合は、指定管理者の指定を取り消すため、協定に
ついても同時に取り消すこととなります。 
 

 

第５ 指定管理者に対する監督、 指定の取消し等 
１ 指定管理者に対する監督 

地方公共団体の⻑は、公の施設の管理の適正を期するため、指定管理者に対して、 当該管理
業務又は経理の状況に関し報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示を行うことができます
（第２４４条の２第１０項）。 

事業報告、現地調査や日常的な監督等の結果、仕様書や市が示した条件等を満たしていないと
認められるときは、指定管理者に対して、業務の改善を行うよう文書により指示を行います。 

なお、指定管理者が当該指示に従わないときや幾度の指示によっても改善がみられないと判断した
場合には、指定を取り消すことを検討します。 
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２ 指定の取消し 
市は、指定管理者が適正管理のために必要な指示に従わないときその他当該指定管理者による管

理を継続することが適当でないと認めるときは，その指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の
全部又は一部の停止を命ずることができるとされています（第２４４条の２第１１項）。 

指定を取り消すことができるのは、指定管理者の責めに帰すべき事由がある場合であって、それ以外
の事由で指定を取り消すことは想定されておらず、市が一方的に指定を取り消した場合、この取消しは
行政処分であることから、取消訴訟や国家賠償法に基づく賠償請求の対象となるほか、⺠法上の不
法行為に当たるとして賠償請求がなされる場合もあります。 

なお、指定の取消しの際には、今後の管理運営方法について十分に検討しておく必要があります。 
 

（１）指定の取消し等の通知 
指定の取消し等を行おうとするときは、事前にその旨を指定管理者に通知した上で、①指定取消し

の理由、②指定取消しの要否、③指定管理者による改善策の提示と指定取消しまでの猶予期間の
設定、④その他必要な事項について、市と指定管理者とで協議を行うものとします。 

また、指定は行政処分であることから，指定管理者からの指定の取消し等はできないため、施設の管
理運営における収支の悪化や事業者自体の経営不振などにより、指定管理者から協定の解除の申出
があった場合は、指定管理者との協議を経て市が指定の取消し等を決定することになります。 

 
（２）損害賠償等 

協定書において、指定の取消し等により生じた損害、損失についての市及び指定管理者の賠償責任
について、あらかじめ定めておくことが必要です。 

指定管理者が市の指示に従わないとき、その他指定管理者の責めに帰すべき事由での指定の取消
し等により、市が損害、損失を被った場合、指定管理者はその賠償の責めを負うものとします。なお、この
場合、指定管理者は損害が生じた場合においても、市に損害賠償することはできません。 

指定の取消し等を行った場合又は業務の全部が停止となった場合において、それまでに管理に要し
た費⽤が、市が指定管理者に支払った額に満たないときは、その残額を指定管理者から市へ返還する
ものとし、指定管理料が未払いの場合は、指定管理者の業務履行期間に応じた指定管理料を支払
うこととします。 

なお、年度の途中において指定を取り消されたときは、指定管理者はその取り消された日から起算し
て３０日以内に当該年度の当該日までの間の事業報告書を提出しなければなりません。 
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第６ 参考資料 
１ 指定管理者募集要項（例） 

次に示す募集要項（例）を参考とし、必要な項⽬を追加するなど、施設特性や各施設の管理運
営内容等に応じた募集要項を作成してください。 

 

 

 

 

 

 

名張市○○センター 

 

指定管理者募集要項(例) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○年○○月 

 

三重県名張市 
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名張市○○センター指定管理者募集要項(例) 

 

名張市では、名張市○○センター（以下「○○センター」という。）の管理運営業務を効

果的かつ効率的に実施するため、「名張市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する

条例」（○○年条例第○○号。以下「手続条例」という。）、「名張市公の施設に係る指定

管理者の指定手続等に関する条例施行規則」（○○年規則第○○号。以下「手続条例施行規

則」という。）、「名張市○○センターの設置及び管理に関する条例」（○○年条例第○○

号。以下「設置管理条例」という。）及び「名張市○○センターの設置及び管理に関する条

例施行規則」（○○年規則第○○号。以下「設置管理条例施行規則」という。）に基づき、

この要項により指定管理者（管理運営を実施する団体）を募集する。 

 

第１ 施設の概要と管理運営 

１ 対象施設の概要 

（１）所在地 

〒５１８－○○○○ 

三重県名張市○○○ ○○番地 

（２）施設の沿革、設置目的等 

○○○… 

（３）施設の概要 

建  設    ○年○月竣工 

構  造    鉄骨造り 

規  模    地上○階建 

延 面 積    ○○㎡ 

敷地面積    ○○㎡ 

        うち駐車場○台分 

設備概要    和室（大広間○畳） 

        和室（○畳） 

        多目的室（○○㎡） 

 

２ 業務の範囲及び内容 

（１）施設等の利用の許可に関すること。 

設置管理条例第○条の規定により、施設等の利用者に対して利用許可の事務等を行う

こと。 

（２）施設等の維持及び修繕に関すること。 

施設等に係る維持管理及び修繕を行うこと。 

（３）公共施設予約システムに関すること。 

   公共施設予約システムにより予約管理等を行うこと。 

（４）施設等の利用に係る料金の収受に関すること 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第８項に定める利用料金制を

採用する。 

利用料金に係る収受、返還、減免等の各手続事務を行うこと。 

（５）市の行政施策との連携 

行政財産の目的外使用許可、施設内の展示物等は市の行政施策として引き続き市にお

いて行う。指定管理者は、市の行政施策を尊重し、これに相反する施策を行ってはなら

ない。 
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（６）その他の業務 

   （１）から（５）までに掲げる業務のほか、設置管理条例、設置管理条例施行規則その

他の法令等の規定に従い、○○センターの管理業務全般を行うこと。 

また、利用者の利便性を高める業務を行うこと。 

（７）上記業務に付随する業務 

市との連絡調整及び事業報告等を行うこと。 

 

３ 管理の基準 

（１）休館日及び利用時間 

休館日及び利用時間は次のとおりとする。ただし、特に必要があると認めるときは、

あらかじめ市長の承認を得て、変更することができる（設置管理条例第○条）。 

ア 休館日  ○○月○○日から翌年の○月○日まで 

イ 利用時間 午前○時から午後○時まで 

（２）利用許可の制限 

設置管理条例第○条に該当する場合には、利用の許可をしてはならない。 

（３）利用許可の取消し等 

設置管理条例第○条に該当する場合には、利用の許可を取り消し、利用の方法を制限

し、又は利用の停止を命じることができる。 

（４）入館の制限 

   設置管理条例施行規則第○条に違反する場合は、入館を拒否し、又は退去を命じるこ

とができる。 

（５）原状変更をする場合の協議及び原状回復義務 

施設の原状を変更する場合は、事前に市と協議を行うこと。 

また、設置管理条例第○条に定める利用者による原状回復の検査を行うこと。 

（６）物品の管理 

市の所有する物品については、名張市会計規則（平成２０年規則第１１条）に基づき

適正に管理すること。 

（７）手続の公正の確保と透明性の向上 

指定管理者は、名張市行政手続条例（平成１３年条例第２６号）に準拠し、利用許可

等に関する手続について公正の確保と透明性の向上を図り、もって市民の権利利益の保

護に資すること。 

（８）管理運営を通じて取得した情報の取扱い 

指定管理者は、名張市個人情報保護法施行条例（令和４年条例第１６号）に準拠し、

個人情報の適切な管理のため必要な措置を講じるとともに、当該施設の管理運営に関し

知り得た秘密を他に漏らし、又は自己の利益のために利用してはならない。また、指定

管理者の指定の期間が満了し、若しくは指定を取り消された後においても同様とする。 

（９）情報公開 

指定管理者は、名張市情報公開条例（平成１０年条例第１３号）に準拠し、情報公開

に関し必要な措置を講ずること。 

（10）業務報告に関する事項 

指定管理者は、手続条例第９条の規定によって、毎年度終了後、業務報告書を作成し、

市長に提出すること。 

また、市長は指定管理者に対し、定期又は臨時に管理業務に係る業務内容及び経理の

状況に関する報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をすることができる。 

（11）指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

市長は、手続条例第１１条の規定によって、指定管理者による施設の管理を継続する
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ことが適当でないと認めるときは、指定の取消し又は管理業務の停止を命じることがあ

る。 

（12）第三者への業務の委託 

業務を全て第三者へ委託することはできない。また、業務の一部に限り、第三者へ委

託することはできるものとするが、事前に市長の承認を得ること。 

（13）アンケートの実施 

アンケートを実施し、利用者の声を聞き事務の改善につなげること。また、内容を市

に報告すること。 

（14）環境に対する取組 

施設の管理に当たっては、電力、燃料の削減、紙の購入量削減など省エネルギー、省

資源に努め、また、廃棄物の減量とリサイクルの推進に努めるなど、環境への配慮を行

うこと。 

（15）関係法令等の遵守 

管理運営を行うに当たって、次の関係法令等を遵守しなければならない。 

ア 地方自治法他行政関連法令 

イ 労働基準法他労働関連法令 

ウ 手続条例、手続条例施行規則 

エ 設置管理条例、設置管理条例施行規則 

オ  その他関係法令等 

（16）その他 

指定管理者は、正当な理由がない限り、住民が○○センターを利用することを拒んで

はならない（地方自治法第２４４条第２項）。 

また、指定管理者は、○○センターの管理業務を行うに当たっては、不当な差別的取

扱いをしてはならない（地方自治法第２４４条第３項） 

※ その他、管理の基準に関する細目的事項は、協議の上、協定で定める。 

 

４ 指定管理者の提案による事業 

（１）自主事業と独自事業 

指定管理者は、施設の利用促進を図るため、施設の設置目的に合致し、かつ、指定管

理業務の実施を妨げない範囲において、提案により自主事業及び独自事業を実施するこ

とができ、収入を得ることができる。 

事業分類 内容 収支等 

本来事業 

募集要項、仕様書等で管理運営業

務（利便性を高める業務を含む。）

の範囲内としているもの 

指定管理事業収支内 

提 

案 

事 

業 

自主事業 

指定管理者が企画、実施する事業

又は業務（講演会、教室、イベン

ト等） 

指定管理事業収支内 

（別途指定管理料の加算はない。） 

独自事業 

指定管理事業収支外 

（事業者の自己の責任と費用によ

り実施するものとする。） 

 ※下記の（２）（ウ）参照 

 

（２）事業の実施に当たって 

  （ア）自主事業又は独自事業の実施に当たっては、事前に市と協議を行い、承認を得た

上で実施するものとする。 
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  （イ）自主事業又は独自事業を行う場合の施設の利用については、一般利用者における

施設の利用に影響がないよう配慮することとする。 

  （ウ）独自事業の実施により収入を得た場合は、その収入は指定管理者の自主財源に帰

属することになる。なお、独自事業の実施に要する経費（施設等の利用に係る利

用料金等を含む。）は、指定管理者の自主財源によるものとする。 

 

５ 指定の期間 

令和○○年４月１日から令和○○年３月３１日までとする。 

指定の期間は、名張市議会の議決により確定することとなる。 

 

６ 組織に関する事項 

（１）貸館業務の供用時間中は必ず○名以上の職員を配置すること。なお、うち○名は責任

者とし、指定管理者自らが行うものとする。 

（２）利用時間中は、受付に必ず○名以上を配置すること。 

（３）施設管理業務に必要な知識及び技能を有する者を必ず○名以上配置すること。 

（４）その他各事業をスムーズに行うために必要な人数を配置すること。 

 

７ 経費に関する事項 

（１）経費 

施設に要する経費は、人件費、事務費、管理費（修繕費、光熱水費、保守管理費）等で、

指定管理者は、次の利用料金、事業収入、指定管理料等をもって、これら全ての経費を賄

うこととなる。 

ア 利用料金 

本事業では、地方自治法第２４４条の２の規定に基づく「利用料金制」を採用し、

施設の利用に係る利用料金は、指定管理者の収入とする。 

利用料金の額は、条例で定める範囲内で、市長の承認を得て指定管理者が定めるこ

ととする。 

また、利用料金の減免は、設置管理条例第○条の規定により、指定管理者において行

う。 

イ 事業収入 

提案事業のうち、その事業収入を指定管理事業の収入とする場合（自主事業）の収

入とする。 

ウ 指定管理料 

  指定期間中（○年間）の指定管理料の上限額は、各年度○,○○○,○○○円（消費

税込み）とする。応募の際は、各年度の収支予算書（別紙様式第３号）の「市指定管

理料収入」欄の金額が、この上限額以下となるように設定すること。 

指定管理料は、センターの管理に必要な経費を利用料金収入により賄えない分につい

て支払うものである。 

ただし、指定管理料は、申請時の収支計画における提案価格を基本とするが、予算の

範囲内となるため、その提案価格を下回る場合がある。その場合、指定管理料の金額及

び支払方法等については、協議の上、協定で定めることとする。 

 指定管理業務を市が示した水準どおりに確実に実施する中で、利用料金収入の増加、

経費の節減など指定管理者の経営努力により生み出された剰余金については、原則と

して精算による返還を求めないものとする。 

 また、利用料金収入の減少など、指定管理者の運営に起因する不足額が生じた場合

は、原則として補填は行わない。 
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エ その他の収入 

    行政財産目的外使用（自動販売機電気使用料・公衆電話等）による利用料は、指定

管理者の収入になるものとする。 
※ 収支計画を作成する際は、「施設の管理状況」の過去の収入・支出実績等を参考に

すること。 

（２）管理口座・区分経理 

指定管理業務に係る経費及び収入は、団体自体の口座とは別の口座で管理すること。 

また、指定管理業務に係る経理とその他の業務に係る経理を区分して整理すること。 

 

８ 責任分担に関する事項 

指定管理者と市の責任分担は概ね次のとおりとし、詳細は協定書で定めることとする。 

 

項  目 指定管理者 市 

①施設、設備、備品等の維持管理 ○  

②利用料金の収入等 ○  

③利用料金の減免承認 ○  

④施設等の利用許可等 ○  

⑤施設等に係る行政財産使用許可  ○ 

⑥施設の増改築、設備の更新  ○ 

⑦施設・器具・備品等の修繕 

ア 指定管理者の責めに帰す

べき事由による場合 
○  

イ 補修に係る費用が１件当

たり○万円を超えない場合 
○  

ウ ア・イ以外の場合（別途

協議を必要とする。） 
 ○ 

⑧施設等に係る保険の加入（建物に係る火災保険）  ○ 

⑨利用者等に係る保険の加入（施設管理に係る賠償責任保

険） 
○  

⑩施設利用者への損害 

ア 指定管理者の責めに帰す

べき事由により利用者に損

害を与えた場合（不適切な

維持管理による利用者のけ

が等） 

○  

イ ア以外の場合（別途協議

を必要とする。） 
 ○ 

⑪第三者への損害 

ア 指定管理者の責めに帰す

べき事由により周辺住民等

に損害を与えた場合（不適

切な管理運営による騒音・

振動等の苦情等） 

○  

イ ア以外の場合（別途協議

を必要とする。） 
 ○ 

⑫包括的管理責任  ○ 
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９ 賠償責任と保険の加入 

  施設の管理運営を行うに当たり、利用者に損害を与えた場合は、市又は指定管理者が

賠償責任を負うことになる。 

  指定管理者は、市が加入する｢全国市長会市民総合賠償補償保険｣の被保険者とみなさ

れるため、当該指定管理者が負う賠償責任は、当該保険の対象となるので、加入の必要

はない。ただし、指定管理者であっても「独自事業」は対象外となるため、「独自事業」

を行う場合は保険加入が必要になる。 

※市の保険加入状況 

（賠償金）  

 ・身体賠償･･･ １名につき１億５千万円 

         １事故につき１５億円 

 ・財物賠償･･･ １事故につき２千万円 

 

１０ 物品等の帰属 

（１）市は、指定管理者に、現在施設に配備してある市有物品を無償貸与する。ただし、維

持管理及びサービス向上のため必要となる物品等については、指定管理者が調達するこ

と。 

（２）指定管理者が購入又は調達した物品は、指定管理者に帰属する。 

（３）市有物品のうち、備品については備品台帳を備えて管理し、廃棄等については事前に

市と協議を行うこと。 

（４）物品の修理については、指定管理者が負担するものとし、市有物品のうち備品の更新

に係る経費については、市と指定管理者で協議し、負担する者を決める。 

（５）指定期間終了に際し、指定管理者が購入又は調達した物品については、指定管理者が

自己の責任と費用で撤去・撤収するものとする。ただし、市と指定管理者の協議におい

て両者が合意した場合、指定管理者は、市又は市が指定するものに対して引き継ぐこと

ができるものとする。 

 

第２ 申請手続 

１ 応募資格 

指定期間中、安全かつ円滑に施設の管理運営ができ、市内に事業所を有する法人その他

団体が対象で、法人格の有無は問わない。ただし、グループ申請の場合はグループを代表

する法人その他の団体が市内に事業所を有していれば応募できるものとする。 

また、次の項目に一つでも該当する団体は応募できない。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者 

（２）市が行う建設工事等の請負又は物品・役務の購入・提供、若しくは製造の請負の指名

停止措置を受けている法人 

（３）税（国税及び地方税）を滞納している者 

（４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）による更生手続き又は民事再生法（平成１

１年法律第２２５号）による再生手続を開始している者 

（５）地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による本市又は本市以外の地方公共団体に

おいて、指定管理者の指定の取消しを受けたことがある者（ただし、市が出資している

法人又は公共団体若しくは公共的団体である場合は、別途協議を行うものとする。） 

（６）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。）及び暴力団又はその構成員（暴力団の構成団

体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者

の統制の下にある法人その他団体 
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（７）市議会議員、市長、副市長、教育委員会委員、監査委員が、無限責任社員、取締役、

執行役若しくは監査役若しくはこれらに準ずべき者、支配人又は清算人である法人その他

団体（市が出資している法人又は公共団体若しくは公共的団体を除く。） 

 

２ グループ申請 

グループで申請する場合は、グループを代表する法人等を定めること。ただし、グルー

プの構成団体は別のグループの構成団体となること及び単独で申請することはできない

ものとする。 

 

３ 提出書類 

申請に当たっては､次に掲げる全ての書類を提出すること。 

（１）指定管理者指定申請書（別紙様式第１号） 

（２）指定管理者業務計画書（別紙様式第２号）及び収支予算書（別紙様式第３号） 

   ※指定期間に係るもの全て 

（３）グループ応募構成書※グループ申請の場合 

（４）定款、寄付行為、規約その他これらに類する書類 

（５）法人にあっては、法人の登記事項証明書又は登記簿謄本（提出日前３月以内に作成さ

れたものに限る。） 

（６）法人以外の団体にあっては、その役員の役職名、氏名及び住所を明記した書類及びそ

の代表者の住民票 

（７）法人等の概要書、営業経歴書その他活動内容及び沿革を明らかにする書面 

（８）財務諸表を作成している法人等にあっては、直近２事業年度に係る貸借対照表及び損

益計算書の写し 

（９）労働者災害補償保険に加入していることを証する書類（従業員を雇用していない事業

者は除く。） 

（10）資格を有していることを証する書類(防火管理者､警備業法等) 

（11）法人の場合又は法人と同様の納税義務を負う団体の場合、名張市税（同市税が課税さ

れていない団体で市外に主たる事務所又は事業所を有するものにあっては、主たる事務

所又は事業所の所在地の市町村税）の完納証明書、法人税並びに消費税及び地方消費税

の納税証明書（直近１年分） 

（12）上記(11)以外の団体の場合、代表者の名張市税（同市税が課されていない者で市外に

住所を有する者にあっては、その住所の市町村税）の完納証明書、申告所得税並びに消

費税及び地方消費税の納税証明書（直近１年分） 

 

※留意事項 

①提出部数は、正本（片面刷）１部及び副本（コピー可、両面刷）８部とし、下部中央

にページ番号を記入すること。 

②提出書類は、やむを得ない場合を除き、原則として日本産業規格Ａ列４番とし、ファ

イル等にとじて提出すること。 

③市が必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがある。 

④提出された内容を変更することはできない。 

⑤申請に要する費用は、全て申請者の負担とし、提出された書類は返却できない。 

⑥提出書類は、必要に応じ複写することがある。（使用は市庁内及び選定委員会での検

討に限る。） 

⑦提出書類は、市の公文書となり、情報公開の請求により公開することがある。 

⑧グループ申請する場合、その構成団体についても上記(４)から（９）まで及び(11)（12）
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の書類を提出すること。 

 

４ 公募に関するスケジュール等 

（１）指定管理者募集要項等の配布 

次のとおり配布する。 

ア 配布期間 令和○○年○○月○○日（○）～令和○○年○○月○○日（○） 

（ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

イ 配布時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

ウ 配布場所 名張市鴻之台１番町１番地 

 名張市 ○○○部 ○○○○室  事務室 

また、下記の市ホームページからもダウンロードすることが可能。 

  https://www.city.nabari.lg.jp 

 

（２）管理仕様書及び設計図書の閲覧 

○○センターに係る管理の仕様及び建物の設計図書は、次により閲覧を行う。 

ア 閲覧期間 令和○○年○○月○○日（○）～令和○○年○○月○○日（○） 

（ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

イ 閲覧時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

ウ 閲覧場所 名張市鴻之台１番町１番地 

 名張市 ○○○部 ○○○○室  事務室 

 

（３）現地説明会の実施 

次の日程により現地説明会を行う。 

ア 実施日時 令和○○年○○月○○日（○）～令和○○年○○月○○日（○） 

イ 実施場所 名張市○○○○＊＊＊＊番地  ○○センター  会議室１ 

ウ 参加方法 令和○○年○○月○○日（○）までに、配布資料「現地説明会参加申込

書」を本要項末尾に記載した問い合わせ先へ提出すること（メール、Ｆ

ＡＸ可）。 

 

（４）公募に対する質問 

質問等は、原則として別紙様式第６号を使用して行うこととする。 

ア 受付期間 令和○○年○○月○○日（○）～令和○○年○○月○○日（○） 

（ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

イ 受付時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

ウ 質問方法 ファクシミリ又は電子メールのいずれかによる。 

エ 回答方法 全質問に対する回答は、令和○○年○○月○○日（○）に市ホームペー

ジで公開する。 

 

（５）申請書類の提出 

ア 受付期間 令和○○年○○月○○日（○）～令和○○年○○月○○日（○） 

（ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

イ 受付時間 午前８時３０分から午後５時１５分まで 

ウ 受付場所 名張市鴻之台１番町１番地  

       名張市 ○○○部 ○○○○室  事務室 

エ 提出方法 受付場所に持参すること。 

※ 提出後は軽微な変更を除き、記入内容を変更することはできない。 

http://#
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第３ 選定 

１ 指定管理者の候補者を選定するための審査 

選定委員会において、申請書類の審査の他に、申請者のプレゼンテーションによる審査

を次のいずれかの日程で行う。申請書類の提出締め切り後、時間、場所、実施方法等の詳

細は、申請者に対し別に通知する。 

開催日 令和○○年○○月○○日（○）・○○日（○）・○○日（○） 

また、プレゼンテーションではパソコン等の使用も可とする。プロジェクター及びスク

リーンは市で用意するが、パソコンは申請者で用意すること。 

 

２ 選定方法 

選定委員会において、「６ 審査基準」に基づき、申請書類とプレゼンテーションを総

合的に審査し、指定管理者の候補者を選定する。なお、応募申請者多数の場合書類審査を

行い、その結果、プレゼンテーション審査に進めない場合がある。 

 

３ 選定結果の通知等 

選定結果は、選定後速やかに郵便にて申請者全員に発送する。 

なお、正式に指定管理者として指定されるまでの間に候補者に事故等があるときは、選

定されなかった申請者のうちから、新たに候補者を選定することがある。 

 

４ 選定結果の公開 

選定委員会の審査結果は、申請者の名称、得点等とともに、市ホームページで公開する。 

 

５ 無効又は失格 

以下の事項に該当する場合は、無効又は失格となることがある。 

（１）申請書の提出方法、提出先、提出期限などが守られなかったとき。 

（２）記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの 

（３）申請書に記載すべき事項以外の内容が記載されているもの 

（４）虚偽の内容が記載されているもの 

（５）その他、選定委員会で協議の結果、審査を行うに当たって不適当と認められるもの 

 

６ 審査基準 

（１）指定管理者の選定は、選定委員会において、手続条例第４条に定める次の基準に基づ

き、各委員がそれぞれ審査し、過半数の委員から最高得点を得た申請者を指定管理候補

者として選定する。 

 

 

 審 査 基 準 及 び 審 査 の 観 点 配点 

１ 平等利用の確保及びサービスの向上 

110 

 (１)利用者の平等な利用の確保が図れているか。 

 (２)障害者・高齢者への配慮 

 
(３)サービスを向上する具体的な方策があるか(受付時間短縮、利

用時間延長等)。 

 審 査 基 準 及 び 審 査 の 観 点 配点 

２ 施設の効用の最大限の発揮等 240 



 

- 30 - 
 

 (１)団体の理念について 

 
(２)施設の現状に対する考え方及び将来展望（施設の設置目的の理

解） 

 
(３)管理運営を行うに当たっての経営方針について 

(４)施設の効用の最大限の発揮（利用促進や利用者増の取組等） 

３ 施設の適切な維持管理及び管理に係る経費の縮減 

420 
 (１)指定管理に係る経費の設定額は妥当か。 

 (２)施設の維持管理能力を有しているか。 

 (３)経費縮減の具体的方策はあるか。 

４ 施設の管理を的確に行う人的構成及び財産的基礎 

150 

 (１)管理運営に適した人的能力を有しているか。 

 (２)申請者の安定性や信頼性はあるか。 

 
(３)類似施設（一般市民が利用する施設）又は公の施設の管理運営

に実績があるか。 

５ その他 

80 
 (１)環境への配慮はされているか。 

 (２)地元雇用や原材料の地元調達に関する方策はあるか。 

 (３)その他アピールする点 

合     計 1000 

※３者以上の申請者があり、第１順位候補者との協議が成立しない場合は、第２順位候補

者を第１順位候補者として協議することがある。 
※申請者が１団体であった場合は、選定委員会で協議し、委員の過半数の賛成を得たとき

は指定管理者の候補者として選定する。 
 

（２）（１）の該当がない場合 
 （１）により過半数の委員から最高得点を得た申請者がいなかった場合は、最高位を

獲得した数の上位２者について、どちらを最適者とするか委員会で協議し、委員の過半

数の賛成の得たものを最適者とする。 
 
７ 再募集又は再選定 
 次の場合は、再募集又は再選定を行う場合がある。 

（１）申請がなかった場合 
（２）申請があったもののいずれも適切な提案ではなく、候補者が選定できない場合 
（３）選定の結果を通知した後、次の事情で指定管理者に指定できない場合 

ア 議会において指定議案が否決されたとき。 
イ 指定管理者（候補者）が倒産、解散等の状態になり団体としての能力や存在をなく

したとき。 
ウ 申請資格の欠如が判明したとき。 
エ 指定管理者（候補者）が５により、無効又は失格となったとき。 
オ 第１順位候補者との協議が成立しなかったとき。 

 

第４ 指定及び協定 

１ 指定管理者の指定 
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指定は、名張市議会において、指定の議案及び予算の議案の両方が議決された後で行う。 

 

２ 協定の締結 

申請時に提出された業務計画書の内容を踏まえ、施設の管理や事業に関する細目的な事

項や管理に要する経費等を指定管理者と協議し、協定を締結する。 

また、協定の締結は、管理を開始する令和○○年○月○日に行う予定。 

◇協定記載事項 

① 指定期間に関する事項 

② 業務計画に関する事項 

③ 利用料金に関する事項 

④ 業務報告に関する事項 

⑤ 本市が支払うべき管理費用に関する事項 

⑥ 管理業務を行うに当たって保有する個人情報の保護に関する事項 

⑦ 指定の取消及び管理業務の停止に関する事項 

⑧ その他市長が必要と認める事項 

◇その他 

管理業務の条件や内容が変更したとき、又は特別な事情（激甚な自然災害、インフレ、

法改正、施設管理上の技術基準の変更に関わること及び住民・関係機関との調整に関わ

ること等）が生じたときは、協議の上、変更協定を行う場合がある。 

 

第５ その他 

 

１ 配布資料・様式 

（１）名張市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例 

（２）名張市○○センターの設置及び管理に関する条例 

（３）名張市○○センターの設置及び管理に関する条例施行規則 

（４）☆公の施設指定管理者指定申請書（別紙様式第１号） 

（５）☆○○センターに関する業務計画書（別紙様式第２号） 

（６）☆○○センターの管理に関する業務の収支予算書（別紙様式第３号） 

（７）☆グループ応募構成書（別紙様式第４号） 
（８）☆現地説明会参加申込書（別紙様式第５号） 
（９）☆質問書（別紙様式第６号） 

 ※（１）～（３）の関係条例等については、市のホームページで閲覧すること。 

（４）～（９）の☆印の書式は、必要に応じて市のホームページからダウンロードする

こと。 

 

２ 問い合わせ先 

名張市 ○○○部 ○○○○室 

 担当 ○○、○○ 

電話 ０５９５－６３－○○○○ 

FAX  ０５９５－６３－○○○○ 

E-mail: *************@city.nabari.lg.jp 
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《資料編》 

 

 

 

名張市○○センターの管理状況 
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施設の管理状況（名張市○○センター） 

Ⅰ 料金収入 

１ 現行の利用料 

(1) 留意点 

指定管理者が徴収する利用料金は、条例の定めにより、現行利用料の額を上限として、

指定管理者が市長の承認を得て定めることとする。したがって、施設利用に係る料金（消

費税を含む。）は、指定管理者の裁量のみで決定することはできない。 
 
(2) 利用料金の額 

   ① 和室及び多目的室の利用料金の上限額 

区分 単位 
上限額 

９：００～１８：００ １８：００～２１：００ 

和室 

大広間 

１時間

につき 

○円 ○円 

○畳間 ○円 ○円 

○畳間 ○円 ○円 

○畳間 ○円 ○円 

多目的室 ○円 ○円 

     備考 １ 利用時間が１時間に満たない場合は、１時間として計算する。 

        ２ この表に定める額は、消費税を含む額とする。 

 

② 設備器具の利用料金の上限額 

設備器具の名称 単位 上限額 
放送装置 １回１式 ○円 

机 １回１脚  

卓球台（支柱・ネット付） １回１台 ○円 

     備考 １ 未就学児は、無料とする。 
        ２ この表に定める額は、消費税を含む額とする。 

 

③ 浴場の利用料金の上限額 

区分 単位 上限額 

浴場 
一般 

１人につき 
○円 

小・中学生 ○円 

     備考 １ 未就学児は、無料とする。 
        ２ この表に定める額は、消費税を含む額とする。 
 
２ 現行の減免基準（現行制度） 

（１）留意点 

指定管理者は、市と同様の減免を行うこととする。 
 

（２）使用料を減免できる場合は次のとおりとする。 
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○全額免除 
・市、市教育委員会主催事業 
体育・健康フェスタ、成人式、桜まつり、市中体連大会、消防出初め式、災害訓練 等 

・スポーツ振興プログラム推進業務（市の委託業務） 
市民総合体育大会、市民大会、市民対象のスポーツ教室・体力テスト 等 

・その他 
災害等の緊急事態における避難所等での利用 等 

 
○基本使用料（光熱費、器具等の加算使用料を除く。）免除 
・市の関係機関が利用する場合 

選挙における開票所等での利用等 
 

○基本使用料（光熱費、器具等の加算使用料を除く。）免除 
・市から直接運営補助金の交付を受けている団体 

 
○基本使用料（光熱費、器具等の加算使用料を除く）半額免除 
・市から直接運営補助金の交付を受けていた団体が、当該補助金の交付を受けなくなっ

た場合（補助金の交付を受けなくなってから３年間のみ） 
 

Ⅱ 清掃・保守管理内容  

 

○管理業務 

・施設使用時における開閉及び施錠使用時のみ 

○警備業務 

・警報機器による物件の警備 

○冷暖房保守点検業務年２回 

○浄化槽保守点検業務年２回 

○消防用設備点検業務年１回 

○清掃業務 

･運動広場及びその周辺 

･業務内容 

施設内清掃月３回、施設周辺清掃月３回、施設内除草年３回、施設周辺除草年３回 

○除草業務 

･面積○○㎡  

・業務内容 

 除草剤散布年２回 

○庭園芝管理業務 

･芝面積○○㎡（高麗芝） 

･業務内容 

殺虫剤散布年１回、除草剤散布年１回、芝刈り込み年６回、散水工随時 

○自家用電気工作物管理業務 

○浄化槽維持管理業務 

○公衆便所等点検業務 

○消耗品の補充 
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Ⅲ 利用・収入実績及び歳出決算額  

 

１ 施設の利用・収入実績 

 

２ 自動販売機等電気代の収入 

令和○○年度 ○○,○○○円、令和○○年度 ○○,○○○円、令和○○年度 ○○,○○○円 

※ 自動販売機等の状況は「Ⅲ－６行政財産使用状況（市の許可による占用使用）」参照 

 

３ 指定管理料（３年間の協定金額） 

令和○○年度 ○,○○○,○○○円 

令和○○年度 ○,○○○,○○○円 

令和○○年度 ○,○○○,○○○円 

 

４ 管理経費実績（３年間） ※過去３か年の状況 

令和○○年度                           （単位：円） 

区分 項目 決算額 内訳（詳細に） 

収入 

利用料金収入   

指定管理料収入   

その他収入   

計   

支出 

人件費   

事務費   

事業費   

管理費   

事務経費   

その他経費   

計    

 

施設名  ○○年度 ○○年度 ○○年度 

和室 大広間 

件 数    

人 数    

金 額    

和室 ○畳 

件 数    

人 数    

金 額    

和室 ○畳 
件 数    

人 数    

金 額    

和室 ○畳 
件 数    

人 数    

金 額    

合  計 
件 数    

人 数    

金 額    
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Ⅳ 管理の現状 

 

１ 現行の管理体制(人員の配置状況) 

役  職 担当業務内容 能力、資格、実務

経験年数など 
雇 用 形 態 １週間の 

勤務時間 正規 パート 委託 その他 
総括責任

者 
施設マネージ

メント全般     非常勤  

運営業務 
責任者 

経理全般、庶

務全般 総務経験（２年） １    ４０ｈ 

職員 経理業務、施

設管理 
工業簿記１級 
（２３年） １    ４０ｈ 

臨時職員    〃   １   ２５ｈ 

〃    〃   １   ２５ｈ 

嘱託員 〃、屋外作業   １   ２５ｈ 

〃 利用事務 
平日時間外、休日

２人常駐（ローテ

ーション勤務） 
 

 ４   ２５ｈ 

〃 
○○公園利用

事務、施設管

 

  １   ２５ｈ 

 

 Ａ公園：名張市○○センター事務室において（２人常駐）Ａ公園内施設の利用許可手続、使

用指導、料金徴収、物品貸出等の業務に当たっている。 

 Ｂ公園：Ｂ公園管理棟において（１人常駐、シルバー人材センターへの委託）施設の利用許

可手続、使用指導、料金徴収、施設内の清掃等の業務に当たっている。 

 Ｃ公園：Ｃ公園管理棟において（１人常駐、シルバー人材センターへの委託）施設の利用許

可手続、使用指導、料金徴収、施設内の清掃等の業務に当たっている。 

 

２ 委託等の状況(令和○○年度実績) 

（単位：円） 

委 託 件 名 委託金額  業 務 内 容 

清掃管理業務  
体育館内トイレ・通路等清掃 1 日/５ｈ  

１人 毎週月曜日 

電気工作物保守管理業務委託  

１回/２か月 設備容量１,００５ｋＶＡ 受

電電圧６,６００Ｖ 日常用予備発電４０ｋ

ＶＡ/２２０Ｖ 

消防設備保守点検  ２回/年（総合点検、機能点検） 

防火対象物定期点検  １回/年 

空調設備保守点検  冷房時２回、暖房時２回 

浄化槽汚泥等汲取り  浄化槽式７か所、汲取り式２か所 

Ｂ及びＣ公園管理運営業務委託   

合  計    
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３ 光熱水費等の状況（３年間） ※過去３か年の状況 

  光熱水費の実績（令和○○年度）                  （単位：円） 

施設名 電気代 ガス代 水道代 計 
○○センター     

Ａ公園         

Ｂ公園         

Ｃ公園                 

計         

 

  電話料金の実績（令和○○年度）  （単位：円） 

施設名 金額 

○○センター  

Ａ公園   

Ｂ公園   

Ｃ公園     

計    

 

４ 修繕等の実績（３年間） ※過去３か年の状況 

（単位：円） 

修繕の内容 市が行った修繕額 指定管理者が行った修繕額 

浴槽用滅菌装置設置   

扇風機修理   

テレビ修理   

浴室窓修理   

空調機修繕   

室外機（PU－2 及び 4）基盤交換修繕   

男子浴槽シャワー水栓修理   

浴場タイル目地補修修繕   

計   

 

５ 施設の備品 

No 取得年月日 備   品   名 規    格 数量 

１ Ｈ２５．４.１ テーブル ＩＴＯ ＦＩＲ４７－ＣＴ １ 

２ 
Ｈ２６．２.５ コインリターン専用ロ

ッカー 
コクヨＫＬ－Ｔ６Ｈ ４ 

３ Ｈ２６. ４．２３ 絵画（白樺林） ６号 １ 
４ Ｈ２.６．１２ 絵画（秋の戸隠） ４号 １ 
５ Ｒ５. ４．２２ 絵画（新緑のいもり池） ８号 １ 
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６ 行政財産等使用状況（市の許可による占用又は使用） 

種類 場所 使用者（相手方） 
自動販売機（飲料） ○○センター内  

〃 Ａ公園内  
〃 Ｂ公園内  

電力電柱 Ａ公園内 中部電力 
〃 Ｂ公園内  〃 
〃 Ｃ公園内  〃 

電話電柱 Ａ公園内 ＮＴＴ 
〃 Ｂ公園内  〃 
〃 Ｃ公園内  〃 

  ※ これらの使用等に係る許可及び使用料等の収受事務は、市が行い（リスク分担表のとお

り）、使用に当たり必要となる設備等の設置及び経費（光熱水費等）負担は、使用者で行

うこととしている。ただし、施設内の電気、水道、ガス等を使用する場合は、使用者に子

メーターの設置を義務付けており、これらに要した経費（光熱水費の実費相当額）は、指

定管理者が収受している。 
 

７ 公共施設予約ＩＤ登録状況 

令和○○年度申請件数・・・・・・○○○件 
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様式第１号（第２条関係） 
 

公の施設指定管理者指定申請書 
 

  年  月  日 
 

名張市長        様 
 

申請者 
所在地 
団体名           
代表者名                 印 
電話番号 

 
 次の施設における指定管理者の指定を受けたいので、業務計画書等を添えて申請します。 
 
〔指定を受けようとする公の施設の名称〕 
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様式第２号（第２条関係） 

名張市○○センターに関する業務計画書 
申請年月日     年  月  日 

団 体 名  
代 表 者 名  設立年月日  
団体所在地  
電 話 番 号  ＦＡＸ番号  

業 務 計 画 
１ 団体の理念について 
（１）団体の経営方針等 
（２）指定管理者の指定を申請した理由 
２ 施設の現状に対する考え方及び将来展望（施設の設置目的の理解） 
３ 管理運営を行うに当たっての経営方針について 
４ 平等利用の確保及びサービスの向上 
（１）利用者の平等な利用の確保 
（２）障害者・高齢者への配慮 
（３）サービスを向上する具体的な方策（受付時間短縮、利用時間延長等） 
５ 施設の効用の最大限の発揮（利用促進や利用者増の取組等） 
（１）施設利用促進のための広報等の計画 
（２）地域や他施設との連携等の計画 
（３）利用者の要望把握と対応の方法 
（４）利用者とのトラブルの未然防止と対応の方法 
（５）個人情報の保護の措置 
（６）施設稼働率を伸ばす方策（提案事業を含む。） 
６ 施設の適切な維持管理及び経費縮減 
（１）施設の保守管理、設備機器管理、清掃、保安警備、修繕等の方法及び作業計画 
（２）業務の点検と見直しの方法 
（３）第三者に委託する業務 
（４）防犯対策、防災対策 
（５）災害、事故等緊急時の体制と対応 
（６）経費の縮減策（単年度及び期間全体） 
（７）利用料金設定の考え方 
７ 施設の管理を的確に行う人的構成（組織体制） 
（１）人員配置の考え方（別途、表２「人員配置計画表」を添付） 
（２）人事管理・人材育成・職員研修計画の考え方（第三者に業務を委託する場合は、   

第三者に対する指導・管理の方法も記入すること。） 
８ 類似施設（一般市民が利用する施設）又は公の施設の管理運営に関する実績 
９ その他 
（１）環境への配慮 
（２）地元雇用や原材料の地元調達に関する方針 
（３）その他アピールする点 
 
【上記項目の内容は、別途表１、表２、様式第３号による】 
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（表１） 
１ 団体の理念について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）団体の経営方針等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）指定管理者の指定を申請した理由 
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２ 施設の現状に対する考え方及び将来展望（施設の設置目的の理解） 
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３ 管理運営を行うに当たっての経営方針について 
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４ 平等利用の確保及びサービスの向上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）利用者の平等な利用の確保 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）障害者・高齢者等への配慮 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）サービスを向上する具体的な方策（受付時間短縮、利用時間延長等） 
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５ 施設の効用の最大限の発揮（利用促進や利用者増の取組等） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）施設利用促進のための広報等の計画 
 
 
 
 
 
（２）地域や他施設との連携等の計画 
 
 
 
 
 
（３）利用者の要望把握と対応の方法 
 
 
 
 
 
（４）利用者とのトラブルの未然防止と対応の方法 
 
 
 
 
 
（５）個人情報の保護の措置 
 
 
 
 
 

（６）施設稼働率を伸ばす方策（提案事業を含む。） 
 
 
 
 
 



 

- 46 - 
 

６ 施設の適切な維持管理及び経費縮減 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）施設の保守管理、設備機器管理、清掃、保安警備、修繕等の方法及び作業計画 
 
 
 
 
 
（２）業務の点検と見直しの方法 
 
 
 
 
 
（３）第三者に委託する業務 
 
 
 
 
 
（４）防犯対策、防災対策 
 
 
 
 
 
（５）災害、事故等緊急時の体制と対応 
 
 
 
 
 
（６）経費の縮減策（単年度及び期間全体） 
 
 
 
 
 
（７）利用料金設定の考え方 
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７ 施設の管理を的確に行う人的構成（組織体制） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

８ 類似施設（一般市民が利用する施設）又は公の施設の管理運営に関する実績 

 

（１）人員配置の考え方 
（別途、表２「人員配置計画表」を添付） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）人事管理・人材育成・職員研修計画の考え方 
（第三者に業務を委託する場合は、第三者に対する指導・管理の方法も記入すること。） 
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直近３年以内の実績を記入すること。 

発注者 
施設所在 

都道府県名 
施設名 管理内容 管理期間 

    
自 年 月 日 
至 年 月 日 

    
自 年 月 日 
至 年 月 日 

    
自 年 月 日 
至 年 月 日 

    
自 年 月 日 
至 年 月 日 

    
自 年 月 日 
至 年 月 日 

    
自 年 月 日 
至 年 月 日 

    
自 年 月 日 
至 年 月 日 

    
自 年 月 日 
至 年 月 日 

※欄が不足する場合は、各欄を広げて記入すること。 
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９ その他 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（１）環境への配慮 
 

 
 

 
 

 

 

 
 
 
 
 
（２）地元雇用や原材料の地元調達に関する方針 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）その他アピールする点 
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（表２）「人員配置計画書」         施設名                                                                                             

役  職 担当業務内容 能力、資格、実務経験年数等 

雇 用 形 態 
職員の 
年齢層 

１週間の 
勤務時間 備  考 正

規 

パ

ー

ト 

委

託 
その他 

(具体的に記入) 

          

          

          

          

          

          

          

          

          
 
※管理運営業務仕様書を確認し必要な職員を記入してください。 
※配置する職員全てについて記入してください。 
※役職については、施設を管理運営する上で必要と思われる役職を記入してください。ただし、総括責任者、所長、運営業務責任者、施設管理

業務責任者については必ず記入してください。 
※能力、資格、実務経験年数等は実際に配置する予定職員を想定の上記入してください。 
※職員の雇用形態は、実際に勤務する職員を想定して該当する欄に○印を記入してください。 
 正規職員とは、週４０時間程度勤務し、貴団体が複数年にわたり雇用する職員とします。パートは、非常勤で臨時に契約する職員とします。 
※職員の年齢層は、２０代、３０代等目安で結構ですので記入してください。 
※施設に常勤する職員を除き、貴団体の本部（社）などで施設の管理に係わる人員を置く場合は、備考欄にその旨記入し、週間勤務時間に施設

管理運営業務に係る時間を記入してください。 
※本表とは別に管理運営に係る勤務ローテーション表（標準１か月：Ａ４版、様式任意）の案を作成し提出してください。 
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（表２）人員配置計画書【記入例】              施設名 ○○センター                                                                        

役  職 担当業務内容 能力、資格、実務経験年数等 

雇 用 形 態 
職員の 
年齢層 

１週間の 
勤務時間 備  考 正

規 

パ

ー

ト 

委

託 
その他 

(具体的に記入) 

総括責任者兼所長 施設のマネージメント全般  ○    ４０代 ４０ｈ  

運営業務責任者 経理全般、庶務事務 経理事務士３級、簿記資格 ○    ３０代 ４０ｈ  

スタッフ① 経理担当 情報処理活用能力検定準２級     ２０代 ４０ｈ  

営業担当 誘客営業等 営業経験者 ○    ４０代 ４０ｈ  

スタッフ② 窓口業務   ○   ２０代 ４０ｈ  

企画担当 催事計画 イベント業務管理者 ○    ３０代 ４０ｈ  

スタッフ③ 催事担当  ○    ２０代 ４０ｈ  

施設管理業務責任

者 
施設管理 建築設備士 ○    ４０代 ２０ｈ 

 

 本社兼務 

スタッフ④   ○    ３０代 ４０ｈ  
 
※管理運営業務仕様書を確認し必要な職員を記入してください。 
※配置する職員全てについて記入してください。 
※役職については、施設を管理運営する上で必要と思われる役職を記入してください。ただし、総括責任者、所長、運営業務責任者、施設管理
業務責任者については必ず記入してください。 

※能力、資格、実務経験年数等は実際に配置する予定職員を想定の上記入してください。 
※職員の雇用形態は、実際に勤務する職員を想定して該当する欄に○印を記入してください。 
 正規職員とは、週４０時間程度勤務し、貴団体が複数年にわたり雇用する職員とします。パートは、非常勤で臨時に契約する職員とします。 
※職員の年齢層は、２０代、３０代等目安で結構ですので記入してください。 
※施設に常勤する職員を除き、貴団体の本部（社）などで施設の管理に係わる人員を置く場合は、備考欄にその旨記入し、週間勤務時間に施設
管理運営業務に係る時間を記入してください。 

※本表とは別に管理運営に係る勤務ローテーション表（標準１か月：Ａ４版、様式任意）の案を作成し、提出してください。 
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様式第３号（第２条関係） 

 

名張市○○センターの管理に関する業務の収支予算書（○○年度） 

（単位：千円） 

区分 項 目 金 額 積算根拠、内訳等 

収 

 

入 

利用料金収入 
  

 

市指定管理料収入 
  

 

その他収入 
  

 

収入合計（Ａ） 
  

 

支 

 

出 

人件費 
  

 

事務費 
  

 

事業費 
  

 

管理費 
  

 

事務経費 
  

 

支出合計（Ｂ） 
  

 

収 支 

（Ａ）－（Ｂ） 

  

 

 

 



 

- 53 - 
 

  
グループ応募構成書 

  年  月  日 
名張市長  様 
 

グループ名 
代表団体 所 在 地 
     名  称 
     代表者名              印 

 
○○センターの公募に参加するため、次の団体はグループを構成し、名張市との間におけ

る下記事項に関する権限を代表団体に委任します。 
なお、指定管理者に指定された場合は、代表団体及び構成団体は、○○センターの指定管

理者としての業務の遂行及びこれに伴うグループが負担する債務の履行に関し、連帯して責

任を負います。 
 

グループの名称  

代表団体 
（受任者） 

所 在 地 
名  称 
代表者名                  印 

構成団体 
（委任者） 

所 在 地 
名  称 
代表者名                  印 

構成団体 
（委任者） 

所 在 地 
名  称 
代表者名                  印 

構成団体 
（委任者） 

所 在 地 
名  称 
代表者名                  印 

委任事項 

１ 指定管理者の指定の申請に関する件 
２ 名張市との協定締結に関する件 
３ 経費の請求受領に関する件 
４ 契約に関する事項 
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グループの各団体の担当業務、責任分担について簡潔に記入してください。 
 

※グループの規約（案の段階でも可）を添付してください。 
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現 地 説 明 会 参 加 申 込 書 

 

  年  月  日 

 

 名張市長         様 

 

所在地 

団体名 

所属・職名 

担当者氏名
ふ り が な

 
電話番号 

ＦＡＸ 

Ｅ－mail 

 

 

 名張市○○センターにおける指定管理者の募集に係る現地説明会に参加したいので申し込

みます。 

 

 

◆現地説明会説明会出席者名簿◆ 

担当部署・職名 氏
ふり

   名
がな

 

  

  

  

※出席者は○人までとする。 
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質  問  書 

  年  月  日 

 

所在地 

団体名 

所属・職名 

担当者氏名
ふ り が な

 
電話番号 

ＦＡＸ 

Ｅ－mail 

 

次の施設の指定管理者募集要項、業務の基準等について、下記のとおり質問事項を提出し

ます。 

  （施設名 ：                            ） 

 

■ 質問内容 

件名 
 

 

 

項 目 

 

【資料名】：募集要項・業務の基準・その他（     ） 

【ページ・項目】： 

内 容 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 質問事項は、本様式１枚につき１問とし、簡潔に記載してください。 
＊ この質問書は、FAX 又は E-mail にて提出してください 
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２ 協定書（例） 
次に示す協定書（例）を参考とし、必要な項⽬を追加するなど、施設特性や各施設の管理運営内容

等に応じた協定書を作成してください。 
 

 

名張市○○の管理に関する協定書（例） 

 

 名張市（以下「甲」という。）と○○（以下「乙」という。）とは、次のとおり、名張市○○の

管理に関する協定を締結する。 

 

（協定の趣旨） 

第１条 この協定は、名張市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年 

条例第２３号。以下「手続条例」という。）第７条の規定に基づき、甲が乙に行わせる名張市○

○ （以下「本施設」という。）の管理に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（信義誠実の原則） 

第２条 甲と乙は、信義を重んじ、誠実にこの協定を遵守しなければならない。 

 

（善管注意義務） 

第３条 乙は、関係法令及びこの協定書の定めるところに従うほか、甲が必要に応じて指示する 

事項を遵守の上、善良なる管理者の注意をもって、本施設を常に良好な状態に管理する義務を

負うものとする。 

 

（指定期間） 

第４条 指定期間は、令和○年○月○日から令和○年○月○日までとする。 

 

（業務の範囲及び管理の基準） 

第５条 乙が行う業務の範囲及び基準は、名張市○○の設置及び管理に関する条例（○年条例第

○号。以下「設置条例」という。）に定めるもののほか、別紙１仕様書に定めるところによる。 

 

（第三者による実施） 

第６条 乙は、本施設の管理業務（以下「本業務」という。）の執行に当たり、本業務の全部を第

三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、あらかじめ甲の承認を受けた場合、本

業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせることができる。 

２ 乙が本業務の一部を第三者に実施させる場合は、全て乙の責任及び費用において行うものし、

本業務に関して乙が使用する第三者の攻めに帰すべき事由により生じた損害及び増加費用につ

いては、全て、乙の責めに帰すべき事由により生じた損害及び増加費用とみなして、乙が負担

するものとする。 

 

（施設、設備及び物品の使用） 

第７条 乙は、本業務の執行に当たり、甲の所有に属する本施設、設備及び物品を使用すること

ができる。 
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（備品等の取扱い） 

第８条 乙が本業務を行うに当たり、備品等を購入しようとするときは、乙は、事前に甲と協議

し、甲の承認を得るものとする。 

２ 前項の規定により備品等を購入したときは、当該備品等の所有権は、乙に帰属するものとす

る。 

 

（管理施設の改修等） 

第９条 管理施設の改修、改造、増築、移設については、甲が自己の費用と責任において実施す

るものとする。 

２ 管理施設の修繕については、１件につき１０万円（消費税及び地方消費税を含む。）を超える

ものについては甲が自己の費用と責任において実施するものとし、１件につき１０万円（消費

税及び地方消費税を含む。）以下のものについては乙が自己の費用と責任において実施するもの

とする。 

 

（指定管理料の支払い） 

第１０条 甲は、乙に対して、本業務に要する費用として、次のとおり指定管理料を支払う。 

    年度  ○○円（消費税及び地方消費税相当額  ○○円を含む。） 

    年度  ○○円（消費税及び地方消費税相当額  ○○円を含む。） 

    年度  ○○円（消費税及び地方消費税相当額  ○○円を含む。） 

２ 指定管理料は、各年度に、年○回支払うものとする。 

３ 指定管理料の支払については、本協定によるほか、名張市会計規則（平成２０年規則第１１

号）によるものとする。 

 

（利用料金） 

第１１条 利用者が納付する利用料金は、乙の収入とする。 

２ 乙は、設置条例別表○に定める額の範囲内において、あらかじめ甲の承認を受けて利用料金

の額を定めるものとする。 

 

（事業計画書） 

第１２条 乙は、毎年度甲が指定する期日までに事業計画書を提出しなければならない。 

２ 甲及び乙は、提出された事業計画書を変更しようとするときは、甲と乙の協議により決定す

るものとする。 

 

（業務報告） 

第１３条 乙は、次に掲げる事項について、毎月１０日までに、前月の状況を甲に報告するもの

とする。 

 （１） 利用状況報告書 

 （２） 利用料金収入報告書 

 

（事業報告書の作成及び提出） 

第１４条 乙は、手続条例第９条の規定により、毎年度終了後３０日以内に、本施設に関する次 

に掲げる事項を記載した事業報告書を作成し、甲に提出しなければならない。ただし、年度の

途中において指定を取り消されたときは、その取り消された日から起算して３０日以内に当該
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年度の当該日までの間の事業報告書を提出しなければならない。 

 （１） 管理業務の実施及び利用の状況 

 （２） 利用料金の収入実績 

 （３） 管理に係る経費の収支状況 

 （４） その他管理の実態を把握するために必要と認める事項 

 

（事業報告の聴取等） 

第１５条 甲は、手続条例第１０条の規定により、本施設の管理の適正を期するため、指定管理

者に対し、その管理の業務及び経理の状況に関し、定期又は必要に応じて臨時に報告を求め、

実地に調査し、又は必要な指示をすることができる。 

 

（指定の取消し等） 

第１６条 甲は、手続条例第１１条の規定により、乙が前条の指示に従わないとき、又は乙によ

る管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて

本業務の全部若しくは一部の停止を命じることができる。 

 

（原状変更に関する協議） 

第１７条 乙は、本業務の執行に当たり、施設の原状を変更する場合は、事前に甲の承認を得な

ければならない。 

 

（原状回復義務） 

第１８条 乙は、その指定の期間が満了したとき、又は第１６条の規定により指定を取り消され、

若しくは期間を定めて本業務の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、その管理しなく

なった施設又は設備を速やかに原状に復さなければならない。ただし、甲の承認を得たときは、

この限りでない。 

２ 乙は、本業務の執行に当たり、自己の責に帰すべき事由に施設、設備又は物品を滅失し、若

しくは毀損したときは、速やかに原状に回復しなければならない。 

 

（損害賠償義務） 

第１９条 乙は、故意又は過失により本施設又は設備を損傷し、又は滅失したときは、それによ

って生じた損害を甲に賠償しなければならない。 

２ 乙は、手続条例第１１条第の規定により指定の取消し等をされた場合において、甲に損失が

生じたときは、その損失を補填しなければならない。 

 

（秘密保持義務） 

第２０条 乙は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及び名張市個人情報

保護法施行条例 （令和４年条例第１６号）の規定を遵守し、個人情報が適切に保護されるよう

配慮するとともに、本業務に関し知り得た秘密を他に漏らし、又は自己の利益のために利用し、

若しくは不当な目的に使用してはならない。指定管理者の指定の期間が満了し、若しくは指定

を取り消され、又は従事者の職務を退いた後においても、同様とする。 

 

（地位の承継等の制限） 

第２１条 乙は、指定管理者の地位を第三者に承継させ、又は譲渡してはならない。 
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（譲渡等の禁止） 

第２２条 乙は、本施設、設備及び物品を第三者に譲渡し、転貸し、又は賃借権その他の使用若

しくは収益を目的とする権利を設定してはならない。 

 

（通称の使用） 

第２３条 乙は、本施設に通称を使用する場合は、あらかじめ甲の承認を受けなければならない。 

 

（許可等の手続） 

第２４条 乙は、名張市行政手続条例（平成１３年条例第２６号）に準拠し、使用許可等に関す

る手続について公正の確保と透明性の向上を図り、もって市民の権利利益の保護に資するもの

とする。 

 

（文書の管理・保存） 

第２５条 乙は、本業務の執行に当たり作成し、又は取得した文書等については、別記「文書管

理上の留意事項」に基づき、適正に管理・保存しなければならない。 

 

（情報公開） 

第２６条 乙は、名張市情報公開条例（令和元年条例第２３号）に準拠し、情報公開に関し必要

な措置を講じなければならない。 

 

（環境への配慮） 

第２７条 乙は、本業務の執行に当たり、次のとおり環境への配慮に留意するものとする。 

 （１） 電気、ガス、水等の使用量削減に向けた取組を進め、省エネルギーの徹底と二酸化炭素

など温室効果ガスの排出抑制に努めるとともに、廃棄物の発生を抑制し、リサイクルの推

進や適正処理を図ること。 

 （２） 資源採取から廃棄に至る物品等のライフサイクル全体について、環境負荷の低減に配慮

した物品等の調達に努めること。 

 

（保険） 
第２８条 本業務の実施に当たり、甲が付保しなければならない保険は、次のとおりである。 
 （１）全国市長会市民総合賠償補償保険 
 （２）全国市有物件災害共済会建物総合損害共済保険 
２ 乙は、本施設の設置目的に合致し、かつ本業務の実施を妨げない範囲において、自己の責任

と費用により、第５条に定める業務の範囲外の業務を実施する場合、利用者に係る賠償責任保

険を付保するものとし、その他自らのリスクに対して適切な範囲で、その他の保険を付保する

ものとする。 
 

（第三者の損害の負担） 

第２９条 乙は、本業務の執行に当たり、乙の行為が原因で利用者その他の第三者に損害が生じ

た場合には、その賠償の責めを負うものとする。 

２ 乙は、乙が行う本施設の管理に瑕疵があったことにより、利用者その他の第三者に損害が生

じた場合には、その賠償の責めを負うものとする。 
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３ 前２項の場合における乙の責任分担の割合は、甲と乙が協議して定めるものとする。 

４ 前項の場合において、乙の行為又は管理により生じた損害は、甲の責めに帰すべき事由によ

る場合を除き、乙が負担するものとする。 

 

（緊急時の対応） 

第３０条 指定期間中、本業務の実施に関連して事故や災害等の緊急事態が発生した場合、乙は

やかに必要な措置を講じるとともに、甲を含む関係者に対して緊急事態発生の旨を通報しなけ

ればならない。 

２ 事故等が発生した場合、乙は甲と協力して事故等の原因調査に当たるものとする。 

 

（指定管理業務の継続が困難となった場合の措置等） 

第３１条 乙は、本業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合には、速やかに

その旨を甲に申し出なければならない。 

２ 乙の責めに帰すべき事由により、本業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた

場合には、甲は、乙に対して改善勧告を行い、期間を定めて改善策の提出及び実施を求めるこ

とができる。 

３ 不可抗力その他甲又は乙の責めに帰することができない事由により本業務の継続が困難とな

った場合には、甲と乙は、本業務の継続の可否について協議するものとする。 

 

（指定管理料の返還） 

第３２条 乙は、第１６条の規定により指定を取り消されたとき、又は期間を定めて本業務の全

部若しくは一部の停止を命じられたときは、甲の請求により指定管理料の全部又は一部を返還

しなければならない。 

 

（指定管理業務の引継ぎ） 

第３３条 乙は、指定管理者の指定期間が満了後、若しくは第１６条の規定による指定管理者の

指定の取消し後において、本施設の運営が遅滞なく円滑に実施されるよう、後任の指定管理者

等に対して本業務の引継ぎを実施するものとする。 

 なお、引継ぎの方法等については、別途協議するものとする。 

 

（年度変更協定の締結） 

第３４条 甲及び乙は、本業務の内容及び指定管理料に変更が生じた場合、別途各年度に変更協

定を締結するものとする。 

 

（協定の変更） 

第３５条 本業務に関し、本業務の前提条件や内容が変更したとき又は特別な事情が生じたとき

は、甲と乙の協議の上、本協定の規定を変更することができるものとする。 

 

（疑義等の解決） 

第３６条 この協定に定める事項について疑義が生じたとき又はこの協定に定めのない事項で必 

要があるときは、甲、乙協議して定めるものとする。 
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 この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、それぞれその１通を

保有する。 

 

 

 

 

令和○年○月○日 

 

         甲 住 所 三重県名張市鴻之台１番町１番地 

           名 称 名張市 

           代表者 名張市長 ○○ ○○ 印 

 

 

         乙 住 所 ○○ 

           名 称 ○○ 

           代表者 ○○   印 
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別紙１ 

 

 

仕 様 書（例） 

 

 

（記載すべき事項の一例） 

 

１ 施設の概要に関する事項 

（１） 名称及び所在地 

（２） 建築物（敷地）の概要 

（３） 施設の運営理念等 

２ 業務の範囲に関する事項 

（１） 指定管理者が行う業務 

（２） 名張市が行う業務（指定管理者に行わせない業務） 

３ 管理の基準に関する事項 

（１） 開所時間及び休館日 

（２） 人員配置の基準 

（３） 利用許可の基準 

（４） 事業の実施に関する詳細事項 

（５） 清掃、警備等に関する詳細事項 

（６） 安全管理に関する事項 

（７） 個人情報の取扱いに関する事項 

（８） 帳簿等の備置 

（９） その他 

４ 物品の貸与及び管理に関する事項 

（１） 名張市が貸与する物品 

（２） 指定管理者が準備すべき物品 

５ 施設の経理に関する事項 

（１） 会計年度 

（２） 会計の区分 

６ 施設の修繕に関する事項 

（１） 指定管理者の負担で行うべき事項 

（２） 名張市の負担で行うべき事項 

７ リスク分担に関する事項 

８ 事故に伴う損害の賠償に関する事項 

９ 指定期間満了後の引継ぎに関する事項 
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○○(施設名)管理運営業務リスク分担表 

   
 

指定期間内における主なリスクについては、以下の負担区分を前提とし、これ以外のリスクに

関する対応については、協議により定める。 
 

段階 
リスクが生ずる原因 リスク負担 

種 類 内       容 市 指定管理者 

共通 法令等の変

更 

指定管理者が行う管理運営業務に及ぼす法

令等の変更 
協議事項 

第三者賠償 本業務における公害、生活環境阻害等  ○ 

物価 指定後のインフレ・デフレ  ○ 

金利 金利変動  ○ 

不可抗力 自然災害等による業務の変更、中止、延期 協議事項 

申 請 段

階 

申請コスト 申請費用の負担  ○ 

資金調達 必要な資金確保  ○ 

運 営 段

階 

施設競合 競合施設による利用者減、収入減  ○ 

需用変動 当初の需用見込みと異なる状況  ○ 

運営費の膨

張 

市以外の要因による運営費の膨張  ○ 

市の要因による運営費の膨張 ○  

施設等損傷 
管理上の瑕疵による施設・機器等の損傷  ○ 

上記以外による施設の損傷 ○  

債務不履行 
施設設置者の協定内容の不履行 ○  

指定管理者の業務及び協定内容の不履行  ○ 

性能リスク 仕様で求めたサービスの不適合  ○ 

損害賠償 

施設管理上の瑕疵による事故及びそれに伴

う利用者への損害 
 ○ 

施設、機器の不備による事故及びこれに伴

う利用者への損害 

原因者のリスク。その

他の場合は協議 

運営リスク 

施設、機器の不備や火災等の事故による臨

時休館等に伴う運営リスク 

原因者のリスク。その

他の場合は協議 

施設管理上の瑕疵による臨時休館等に伴う

運営リスク 
 ○ 

 ※ 自然災害（地震・台風等）への対応 

   ・建物・設備が復旧困難な被害を受けた場合、業務の全部の停止を命ずるものとする。 
   ・建物・設備が復旧可能な場合、その復旧に要する経費は市が負担する。 
   ・機器・什器・その他の備品等が損傷を受けた場合は、それぞれの所有者がリスクを負う。 

   ・その他疑義が生じた場合は、双方が協議して決める。 
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別記１ 

 

文書管理上の留意事項（例） 

 

 

（基本的事項） 

第１ 乙は、指定管理業務の実施に当たり作成し、又は取得した文書、図画及び電磁的記録（以下

「文書等」という。）を正確かつ迅速丁寧に取り扱うとともに、常にその処理の経過を明らか

にし、適正に管理しなければならない。 

（文書等の管理基準等） 

第２ 乙は、文書等を適正に管理するため、甲と協議の上、当該業務の性質、内容等に基づく文書

等の管理基準を定めなければならない。 

（文書等の保存期間） 

第３ 乙は、文書等の利用の頻度、保管場所のスペース、消滅時効等を勘案し、甲と協議の上、当

該文書等の保存期間を定めるものとする。 

（文書等の廃棄） 

第４ 乙は、文書等の保存期間が満了したときは、甲と協議の上、当該文書等の廃棄を決定するも

のとする。この場合において、乙は、破砕、熔解、焼却その他甲の認める方法により、当該文

書等を廃棄しなければならない。 

（文書等の引継ぎ） 

第５ 乙は、指定期間が終了したときは、速やかに、文書等のうち、保存期間が終了していないも

の又は甲の指示したものを甲又は甲の指定する者に引き継がなければならない。 
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名張市○○の管理に関する年度変更協定書（例） 

 

 

 名張市（以下「甲」という。）と○○（以下「乙」という。）とは、令和○年○月○日に締結し

た名張市○○の管理に関する協定書（以下「基本協定」という。）第○条の規定に基づき、次のと

おり、名張市○○の管理に関する年度変更協定を締結する。 
 

（令和○年度の業務） 

第１条 甲及び乙は、令和○年度の業務内容は、別紙１に定めるとおりであることを確認する。 

 

（令和○年度の指定管理料） 

第２条 甲は、基本協定第○条に定めた、令和○年度の指定管理料の金額を、○○円（消費税及

び地方消費税相当額を含む。）増額（減額）するものとする。 

 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、それぞれその１通を

保有する。 

 

令和○年○月○日 

 

甲 住 所 三重県名張市鴻之台１番町１番地 

名 称 名張市 

代表者 名張市長 ○○ ○○ 印 

 

 

乙 住 所 ○○ 

名 称 ○○ 

代表者 ○○   印 
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３ 施設設置管理条例改正要領 
次に示す新旧対照表（例）を参考とし、施設特性や各施設の管理運営内容等に応じて必要な改正を

行ってください。 
 

 

施設設置管理条例改正要領 

 

名張市○○センターの設置及び管理に関する条例（新旧対照表）（例） 

 

 改正案 現行 

名張市○○センターの設置及び

管理に関する条例 

名張市○○センターの設置及び

管理に関する条例 

第３条 略 第３条 略 

（指定管理者による管理）  

第４条 ○○センターの管理は、名張

市公の施設に係る指定管理者の指定

手続等に関する条例（○○年名張市

条例第○号）の定めるところにより、

市長が指定した法人その他の団体

（以下「指定管理者」という。）に

行わせることができる。 

 

（休館日及び利用時間）  

第５条 ○○センターの休館日及び利

用時間は、次のとおりとする。ただ

し、指定管理者は、特に必要がある

と認めるときは、あらかじめ市長の

承認を得て、これを変更することが

できる。 

(１ ) 休館日 毎月第３日曜日、国

民の祝日に関する法律（昭和 23

年法律第 178 号）に規定する休日

で敬老の日を除く日及び 12 月 29

日から翌年１月３日までとする。 

(２ ) 利用時間 午前８時 30 分か

ら午後５時までとする。ただし、

条例別表第１に掲げる会議室等

（以下「会議室」という。）の使

用については、午前９時から午後

９時 30 分までとする。 

 

  

（第５条） 
休館日及び利用時間は、条例事項です。規則で
規定していた場合は、規則から抜き出して条例で規
定します。規則改正も必要です。 
 

（第４条） 
指定管理者に管理させることを明記することが必要
です。 



 

- 68 - 
 

 改正案 現行 

（駐車場の利用時間） 

第６条 条例第 10 条に規定する駐車

場の利用時間は、午前８時 30 分から

午後９時 30 分までとする。 

 

（使用の許可） （使用の許可） 

第７条 ○○センターの施設のうち、

別表第 1 に掲げる会議室等（以下「会

議室」という。）を使用しようとす

る者は、あらかじめ指定管理者の許

可を受けなければならない。使用の

許可を受けた者（以下「使用者」と

いう。）が許可された事項を変更し

ようとする場合においても同様とす

る。 

第４条 ○○センターの施設のうち、

別表第１に掲げる会議室等（以下「会

議室」という。）を使用しようとす

る者は、あらかじめ市長の許可を受

けなければならない。使用の許可を

受けた者（以下「使用者」という。）

が許可された事項を変更しようとす

る場合においても同様とする。 

２  指定管理者は、前項の許可をする

ときは、管理上必要な条件を付すこ

とができる。 

２  市長は、前項の許可をするときは、

管理上必要な条件を付すことができ

る。 

（使用の制限） （使用の制限） 

第８条 指定管理者は、次の各号のい

ずれかに該当するときは、会議室の

使用を許可しない。 

第５条 市長は、次の各号のいずれか

に該当するときは、会議室の使用を

許可しない。 

(１ )～（３） 略 (１ )～（３） 略 

(４ ) その他指定管理者がその使用

を不適当と認めるとき。 

(４ ) その他市長がその使用を不適

当と認めるとき。 

（使用許可の取消し等） （使用許可の取消し等） 

第９条 指定管理者は、使用者が次の

各号のいずれかに該当するときは、

その使用の許可を取消し、又は使用

の停止を命ずることができる。 

第６条 市長は、使用者が次の各号の

いずれかに該当するときは、その使

用の許可を取消し、又は使用の停止

を命ずることができる。 

(１ )～（４） 略 (１ )～（４） 略 

２  前項の規定によって使用者が受

ける損害に対して、市及び指定管

理者は、その責めを負わない。 

２  前項の規定によって使用者が受け

る損害に対して、市長は、その責め

を負わない。 

（利用料金） （使用料） 

第 10条  会議室の利用料金は、別表第

１（実費相当額を除く。）に定める

金額の範囲内で、指定管理者が市長

の承認を受けて定める金額に基づき

算出した合計額に実費相当額を加算

第７条 会議室の使用料は、別表第１

（実費相当額を除く。）に基づき算

出した合計額に100分の 103を乗じて

得た額（この場合において、10円未

満の端数が生じた場合は、その端数

（第６条〜第９条） 
施設の使用許可を指定管理者に行わせる場合
「市⻑」を「指定管理者」に改めます。 

（第 10 条） 
利用料金制をとる場合、「使用料」を「利用料金」と
改めるとともに、金額が不明になるため、第 2 項を規
定します。また、消費税の文言は削除します。 
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 改正案 現行 

した金額とする。 金額を切り捨てるものとする。）に

実費相当額を加算した金額とする。 

２  指定管理者は、前項の規定により

利用料金を定めたときは、直ちにこ

れを公表するとともに、施設内にお

いて使用者の見やすい場所に掲示し

なければならない。 

 

３  使用者は、使用の許可を受けたと

きに本条第１項の利用料金を納めな

ければならない。ただし、指定管理

者がやむを得ない事由があると認め

たときは、使用後に納付することが

できる。 

２  使用者は、使用の許可を受けたと

きに前項の使用料を納めなければな

らない。ただし、市長がやむを得な

い事由があると認めたときは、使用

後に納付することができる。 

（利用料金の減免） （使用料の減免） 

第 11条  指定管理者は、公益上特に必

要があると認めたときは、利用料金

の全部又は一部を免除することがで

きる。 

第８条 市長は、公益上特に必要があ

ると認めたときは、使用料の全部又

は一部を免除することができる。 

（利用料金の還付） （使用料の還付） 

第 12 条  既納の利用料金は、還付しな

い。ただし、指定管理者が必要と認

めたときは、その全部又は一部を還

付することができる。 

第９条 既納の使用料は、還付しない。

ただし、市長が必要と認めたときは、

その全部又は一部を還付することが

できる。 

（利用料金の収入）  

第 13 条  第 10 条第 1 項に規定する利

用料金は、指定管理者の収入とする。 

 

第 14条・第15条  略  第 10条・第11条  略  

（入館の制限) （入館の制限) 

第 16条  指定管理者は、次の各号のい

ずれかに該当する者に対しては、○

○センターへの入館を拒み、又は退

館を命ずることができる。 

第 12条  市長は、次の各号のいずれか

に該当する者に対しては、○○セン

ターへの入館を拒み、又は退館を命

ずることができる。 

(１ )～（３） 略 (１ )～（３） 略 

 （委託） 

 第 13条  市長は、○○センターの管理

及び運営について、○○○に委託す

ることができる。 

 

 

 

（第 13 条） 
利用料金制をとる場合に規定します。 
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 改正案 現行 

（指定管理者が行う業務） 

第 17 条  指定管理者が行う業務の範

囲は、次のとおりとする。 

 

(１ )○○センターの使用の許可に関

すること。 

 

(２ )○○センターの施設及び設備の

維持管理に関すること。 

 

(３ )その他市長が別に定める業務を

行うこと。 

 

第 18条  略  第 14条  略  

別表第１（第７条、第10条関係） 

 略  

別表第１（第４条、第７条関係） 

 略  

附 則 

（経過措置） 

１ この条例の施行前にこの条例による改正前の名張市○○センターの設置及び管理に関する

条例の規定によってされた処分、手続その他の行為は、この条例による改正後の名張市○○

センターの設置及び管理に関する条例よってされた処分、手続その他の行為とみなす。 

２ この条例の施行前に、この条例による改正前の名張市○○センターの設置及び管理に関す

る条例の規定により使用の許可を受けている者に係る使用料又は利用料金については、なお

従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（第 17 条） 
指定管理者が行う業務を条例で規定する必
要があります。 
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４ 名張市指定管理者候補者選定委員会設置要綱 
 

平成17年10月５日告示第150号 

 

名張市指定管理者候補者選定委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２の規定に基づき、本市の公の施設（以下

「施設」という。）の管理を指定管理者に行わせるに当たり、指定管理者の候補者（以下「候

補者」という。）の選定、その他指定管理者制度の適正な運営を行うため、名張市指定管理者

候補者選定委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事務を所掌する。 

(１) 候補者の選定に係る募集要項の審査に関すること。 

(２) 候補者の選定の審査に関すること。 

(３) その他候補者の選定に関し必要な事項 

（組織） 

第３条 委員会は、委員８名以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(１) 学識経験を有する者 

(２) 市の職員 

３ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱又は任命（以下「委嘱等」という。）の日から当該委嘱の日の属す

る年度の末日までとする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、委嘱等されたときの要件を欠いたときは、その職を失うものとする。 

（職務） 

第５条 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が必要に応じて招集し、委員長がその議長となる。 
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２ 委員会は、特に必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、その意見を聴くこ

とができる。 

３ 委員会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。ただし、次条の規定

による除斥のため過半数に達しないときは、この限りでない。 

４ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは委員長の決するところによる。 

５ 候補者の選定は、名張市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成17年条

例第23号）第４条各号で定める基準及び募集要項で定める基準により行うものとする。 

６ 委員会の会議は、公開しない。 

７ 何人も、委員会の会議内容を他に漏らしてはならない。 

（除斥） 

第７条 委員は、指定管理者の指定の申請を行った団体の役員又はこれに準じる者であるときは、

当該候補者の選定について審議することができない。 

（報告） 

第８条 委員会は、その会議、活動等の経過、結果等を市長に報告するものとする。 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、指定管理者の選定に係る公の施設を所管する室等及び総務部公共施設

マネジメント室において処理する。 

（委任） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、告示の日から施行する。 
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○指定管理者選定書 
 

指定管理者選定書 
 
 
  指定の適否  
 

指定管理者候補者選定委員会委員長 様                年  月  日 
 

下記施設について、指定管理者候補者を公募によらず選定したい。 
 

提案部室名 
 

施設名  

施設概要  

選定団体名  

選定団体概要  

選定理由  ※別紙のとおり 

備 考  

 
添付資料 
（１）指定申請書、事業計画書、収支予算書（様式第１～３号） 
（２）定款、規約その他これらに類する書類 
（３）法人又は団体の概要書、営業経歴書その他活動内容及び沿革を明らかにする書面 
（４）法人以外の団体の場合、その役員の役職名、氏名及び住所を明記した書類 
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選定理由 

 

 

 

 

 

①公募によらない選定理由は妥当か。 

 

 

 

②利用者の平等な利用が確保されるか。 

 

 

 

③サービスの向上が図られるか。 

 

 

 

④施設の設置目的に沿い、効用を最大限に発揮することができるか。 

 

 

 

⑤施設の適切な維持及び管理がなされるか。 

 

 

 

⑥効率的・効果的な管理運営が可能か。 

 

 

 

⑦職員配置など、組織体制が整っているか。 

 

 

 

 
 
 
 
 

選定理由別紙 
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５ 名張市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例 
 

平成 17 年 10 月３日条例第 23号 

 

名張市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規定に基づき、市が設

置する公の施設の管理を行わせる指定管理者の指定の手続等に関し、必要な事項を定めるものとす

る。 

（公募） 

第２条 市長は、指定管理者を指定しようとするときは、次に掲げる事項を明示して、指定管理者に

なろうとする法人その他の団体（以下「団体」という。）を公募するものとする。 

(１) 公の施設の概要 

(２) 申請することができる団体の資格 

(３) 指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲 

(４) 申請の方法 

(５) 指定の期間 

(６) その他市長が必要と認める事項 

（指定管理者の指定の申請） 

第３条 指定管理者の指定を受けようとする団体は、申請書に事業計画書その他規則で定める書類を

添付し、市長に申請しなければならない。 

（指定管理者の選定） 

第４条 市長は、前条の規定による申請があったときは、次に掲げる選定の基準に照らして総合的に

審査し、最も適当と認める団体を指定管理者の候補者として選定するものとする。 

(１) 事業計画書の内容が、利用者の平等な利用の確保及びサービスの向上が図られるものである

こと。 

(２) 公の施設の効用を最大限に発揮するものであること。 

(３) 公の施設の適切な維持及び管理並びに管理に係る経費の縮減が図られるものであること。 

(４) 公の施設の管理を的確に遂行するに足りる人的構成及び財産的基礎を有するものであること。 

（公募によらない候補者の選定等） 
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第５条 市長は、公の施設の性格、規模、機能等を考慮し、設置の目的を効果的かつ効率的に達成す

るため、地域等の活力を積極的に活用した管理を行うことにより事業効果が期待できると思慮する

とき、又は公募を行わないことに合理的な理由があるときは、第２条の規定に基づく公募によらず、

市が出資している法人又は公共団体若しくは公共的団体（以下「出資団体等」という。）を候補者と

して選定することができる。 

２ 市長は、前項の規定により候補者を選定するときは、出資団体等と協議し、第３条に規定する書

類の提出を求め、前条各号に照らし、総合的に判断するものとする。 

（候補者として選定しない団体） 

第６条 市長は、次に掲げる者が無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役若しくはこれらに準

ずべき者、支配人又は清算人である団体（出資団体等を除く。）を候補者として選定しないものとす

る。 

(１) 市議会議員 

(２) 市長 

(３) 副市長 

(４) 教育委員会委員（職務に関する公の施設に係る指定管理者の指定の場合に限る。） 

(５) 監査委員 

（指定管理者の指定） 

第７条 市長は、第４条及び第５条により選定した団体を、議会の議決を経て指定管理者として指定

するものとする。 

（協定の締結） 

第８条 指定管理者の指定を受けた団体は、市長と公の施設の管理に関する協定を締結しなければな

らない。 

２ 前項の協定には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(１) 指定期間に関する事項 

(２) 事業計画に関する事項 

(３) 利用料金に関する事項 

(４) 事業報告及び業務報告に関する事項 

(５) 本市が支払うべき管理費用に関する事項 

(６) 管理業務を行うに当たって保有する個人情報の保護に関する事項 
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(７) 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

(８) その他市長が必要と認める事項 

（事業報告書の作成及び提出） 

第９条 指定管理者は、毎年度終了後30日以内に、その管理する公の施設に関する次に掲げる事項を

記載した事業報告書を作成し、市長に提出しなければならない。ただし、年度の途中において第11

条の規定により指定を取り消されたときは、その取り消された日から起算して30日以内に当該年度

の当該日までの間の事業報告書を提出しなければならない。 

(１) 管理業務の実施及び利用の状況 

(２) 利用料金等の収入実績 

(３) 管理に係る経費の状況 

(４) その他市長が管理の実態を把握するために必要と認める事項 

（事業報告の聴取等） 

第10条 市長は、公の施設の管理の適正を期するため、指定管理者に対し、その管理の業務及び経理

の状況に関し、定期又は必要に応じて臨時に報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をするこ

とができる。 

（指定の取消し等） 

第11条 市長は、指定管理者が前条の指示に従わないとき、又は当該指定管理者による管理を継続す

ることが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部若

しくは一部の停止を命じることができる。 

（原状回復義務） 

第12条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は前条の規定により指定を取り消され、

若しくは期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、その管理しなく

なった施設又は設備を速やかに原状に復さなければならない。ただし、市長の承認を得たときは、

この限りでない。 

（損害賠償義務） 

第13条 指定管理者は、故意又は過失によりその管理する施設又は設備を損傷し、又は滅失したとき

は、それによって生じた損害を市に賠償しなければならない。 

第14条 削除 

（市長による管理） 
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第15条 市長は、次に掲げる場合に該当し、かつ、必要があると認めるときは、指定管理者が管理す

る公の施設に関する他の条例（次項において「個別条例」という。）の規定にかかわらず、期間を定

めて管理の業務の全部又は一部を自ら行うものとする。 

(１) 第11条の規定により指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停

止を命じたとき。 

(２) 指定管理者が天災その他の事由により業務の全部又は一部を行うことが困難となったとき。 

(３) 指定管理者を指定することができないとき。 

(４) 指定管理者を指定した後管理の業務を行うまでの間に当該指定管理者が管理の業務を行うこ

とが不可能となり、又は著しく不適当と認められる事情が生じたとき。 

２ 前項の規定により市長が管理の業務の全部又は一部を行うときは、個別条例の例により行うもの

とする。この場合において、当該公の施設に係る利用料金があるときは、市長は、これを使用料と

して徴収することができる。 

（教育委員会の公の施設への適用） 

第16条 この条例を教育委員会が所管する公の施設に適用する場合においては、第２条から第11条ま

で並びに前条第１項及び第２項前段中「市長」とあるのは、「教育委員会」と読み替えるものとする。 

（委任） 

第17条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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６ 名張市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則 

 

平成17年10月６日規則第39号 

 

名張市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、名張市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年

条例第２３号。以下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（申請の手続） 

第２条 条例第３条の規定による指定管理者の指定の申請は、公の施設指定申請書（様式第１号）

によるものとする。 

２ 前項の申請書には、事業計画書（様式第２号）及び収支予算書（様式第３号）を添付するも

のとする。ただし、申請者において、事業計画書及び収支予算書の要件を満たす書面を作成し

たときは、これに代えることができる。 

（添付書類） 

第３条 条例第３条の規則で定める書類は、次に掲げる書類とする。 

(１) 定款、寄付行為、規約その他これらに類する書類 

(２) 法人にあっては、法人の登記事項証明書（提出日前３月以内に交付を受けたものに限

る。）又は市が登記事項証明書に代わるべき電気通信回線による登記情報の提供に関する法律

（平成１１年法律第２２６号）第２条第１項に規定する登記情報の送信を同法第３条第１項

の規定による指定を受けた者から受けるのに必要な照会番号等の情報であって、当該者から

送信を受けたものを印刷した書面 

(３) 法人以外の団体にあっては、その役員の役職名、氏名及び住所を明記した書類及びその

代表者の住民票 

(４) 法人等の概要書、営業経歴書その他活動内容及び沿革を明らかにする書面 

(５) 財務諸表を作成している法人等にあっては、直近２事業年度に係る貸借対照表及び損益

計算書の写し 

(６) その他市長が必要と認める書類 

（選定結果通知書） 

第４条 条例第４条及び第５条による選定の結果の通知は、公の施設指定管理者候補者選定結果
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通知書（様式第４号）によるものとする。 

（指定通知書） 

第５条 条例第７条による指定は、公の施設指定管理者指定決定通知書（様式第５号）によるも

のとする。 

（事業報告書） 

第６条 条例第９条の事業報告書は、公の施設指定管理者事業報告書（様式第６号）とする。 

（取消通知） 

第７条 市長は、条例第１１条の規定により指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管

理の業務の全部若しくは一部の停止を命じるときは、当該指定管理者に対して公の施設指定管

理者指定取消（停止）決定通知書（様式第７号）により通知するものとする。 

（教育委員会の公の施設への適用） 

第８条 この規則を教育委員会が所管する公の施設に適用する場合においては、第３条、第７条

及び第９条の規定中「市長」とあるのは「教育委員会」と読み替えるものとする。 

（補則） 

第９条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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様式第１号（第２条関係） 
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様式第２号（第２条関係） 
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様式第３号（第２条関係） 
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様式第４号（第４条関係） 
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様式第５号（第５条関係） 
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様式第６号（第６条関係） 
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様式第７号（第７条関係） 
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指定管理者制度の有効活用に向けた運用指針（平成 23 年 8 月 5 日策定） 
 

第１ 趣旨 
 この指針は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条第 1 項の規定により設置する公の施
設（以下「施設」という。）の管理に指定管理者制度を導入し、本制度の有効活⽤に向けた基本的な
考え方を定めるものである。 
 
第２ 基本的な考え方 

指定管理者制度については、平成 18 年度以降、市の施設に係る個別の条例のほか、名張市公の施
設に係る指定手続等に関する条例（以下「手続条例」という。）、名張市公の施設の指定管理者制度
導入に関する指針（以下「導入指針」という。）等により、その運⽤を行っている。 

平成 15 年 9 月の地方自治法の改正後、制度導入に際しては、各自治体で運⽤の工夫や仕組みづく
りが行われているが、一定期間を経た中での留意点を含め、制度の適切な運⽤について、平成 22 年 12
月に総務省から自治体に対し、同法に基づく助言が行われたところである。 

当市では、市政一新プログラム-完結編-で本制度の効果的な活⽤を⽬指しているところであるが、施設
の管理業務は指定管理者が行うとしても、市は指導・監督など施設の設置者としての責任を有しており、
より一層、施設所管室を中心として、市として求められる役割を果たし、制度の有効活⽤に向けた取組を
進めていく必要があることから、本運⽤指針を策定する。 

なお、各施設の制度導入及び更新に当たっては、導入手順や管理の方法等を示した導入指針並びに
有効活⽤に向けた本運⽤指針に基づき制度の活⽤を図るものとする。 

 
第３ 指定管理者制度の有効活用に向けて 
 １ 施設の在り方の検討と指定管理者制度 
 （１）各施設について、設置⽬的、市⺠ニーズ、社会状況、市の役割、利活⽤の実態などのほか、市

の政策・施策の展開、関連する事業の計画や実施状況等の総合的な観点から、統合や廃止、
⺠営化を含めた施設の在り方を常に検討する。 

 （２）指定管理者制度は、個々の施設について、制度を導入するかしないか、更には法に基づき、ど
のように有効に活⽤していくかを含め、地方公共団体の自主性に委ねられた制度であることを十
分に認識した上で、指定管理者制度を積極的に活⽤する。 

 （３）指定期間を終え、再度指定手続を行う際は、改めて施設の在り方から検討する。 
 
 ２ 指定管理者制度の有効活用の検討 

（１）指定管理者制度の更新を行う場合は、新規導入の場合と同様、施設所管室は以下の確認
や検討を十分行う。 

   ア 施設の設置⽬的や現状の管理の在り方 
   イ 施設を規定している個別法、関連法令 
   ウ 施設の効果的、効率的な運営 
   エ 他の自治体を含めた類似施設、先行事例 
   オ 市⺠サービスの向上 

（２）指定管理者制度を活⽤する場合は、募集・選定手続開始前に施設の管理の方針を作成し、



 

- 89 - 
 

制度活⽤により期待できる効果や指定管理業務の基本事項を明確にする。 
（３）指定管理者の公募等に際して、施設の個別条例に定めている業務を構成する個々の業務内

容や処理方法、達成水準など、制度を有効活⽤する上で重要なポイントになることを理解して業
務仕様書を作成する。 

なお、業務仕様書の作成に当たっては、非公募による施設も含め、施設運営（事業）の各々
の対象業務を明確にすること。 

（４）指定管理料は、指定管理者に行わせる業務の範囲や内容、管理業務やサービス等に対する要
求水準を基に、あらかじめ管理に必要と考えられる経費総額を積算するとともに、利⽤料収入等を
勘案し、設定する。 

なお、指定管理業務を市が示した水準どおりに確実に実施する中で、利⽤料金収入や事業収入
の増加、経費の節減など、指定管理者の経営努⼒により生み出された剰余金については、原則とし
て精算による返還を求めないこととする。 

 
 ３ 指定管理者の候補者選定 

（１）指定管理者の候補者は、手続条例により、また、導入指針に示す方法を基本に、個別の施設
において必要とする事項を加味し、選定する。 

（２）指定管理者の募集に当たっては、市内に事業所を有する法人その他団体（以下「市内業者」
という。）のみで競争環境が確保できると予想される場合は、地域経済への配慮や市内業者育
成の観点等から、原則として応募資格を市内業者とする。 

 （３）指定管理者の選定は、単なる価格競争による入札で応札者を求めるものではなく、最も適切
なサービスの提供者により施設の管理運営ができることを⽬指す。 

 （４）施設管理の的確な遂行の観点から、指定管理者による管理運営においては、労働法令の遵
守や雇⽤・労働条件への適切な配慮がなされるよう留意する。 

 （５）施設や業務の性格等から非公募とする場合は、その理由を明確にする。 
 
 ４ 指定期間 

施設の在り方や管理運営の適正化の視点から、定期的に見直す機会を設けるため、原則３〜５
年とする。 
 
 ５ 指定管理業務の効果的な運用 

（１）業務内容のほか、当該施設の⽬的及び効果について、指定管理者と共通の認識を持つととも
に、 意見交換を行い、サービスの向上に努める。 

 （２）施設の適正な管理運営を確保するため、施設所管室は指定管理者の管理運営状況や業務   
継続能⼒を随時把握し、監督する。 

 （３）指定管理者の創意工夫を十分発揮させるため、施設の柔軟な運⽤に努める。 
 （４）管理運営及び制度運⽤の改善に資するため、利⽤者の意見等も踏まえた上で、指定管理   

者の管理運営状況を評価し、結果を公表する。 


